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主  要  目  次 

 

条   例 
 １ 新潟県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の一部を改正する条例（行政改革推進室） 
 ２ 新潟県環日本海交流圏形成基金条例を廃止する条例（国際課） 
 ３ 新潟県新成長基金条例を廃止する条例（財政課） 
 ４ 新潟県手数料条例の一部を改正する条例（財政課） 
 ５ 特別職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（人事課） 
 ６ 新潟県地方警察職員定員条例の一部を改正する条例（人事課） 
 ７ 一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（人事課） 
 ８ 新潟県行政不服審査法施行条例（法務文書課） 
 ９ 行政不服審査法の施行に伴う関係条例の整備に関する条例（法務文書課） 
 10 新潟県住民基本台帳法施行条例の一部を改正する条例（市町村課） 
 11 新潟県県税条例の一部を改正する条例（税務課） 
 12 新潟県核燃料税条例の一部を改正する条例（税務課） 
 13 新潟県退職年金及び退職一時金に関する条例の一部を改正する条例（総務事務センター） 
 14 新潟県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改正する条例（総務事

務センター） 
 15 新潟県消費生活センターの組織及び運営等に関する条例（消費者行政課） 
 16 新潟県生活環境の保全等に関する条例の一部を改正する条例（環境対策課） 
 17 新潟県社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金条例を廃止する条例（福祉保健課） 
 18 新潟県国民健康保険財政安定化基金条例（国保・福祉指導課） 
 19 新潟県風致地区条例及び新潟県病院及び診療所の人員及び施設等に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例（医務薬事課） 
 20 新潟県看護職員修学資金貸与条例及び新潟県看護職員臨時修学資金貸与条例の一部を改正する条例

（医師・看護職員確保対策課） 
 21 新潟県動物の愛護及び管理に関する条例の一部を改正する条例（生活衛生課） 
 22 新潟県理容師法施行条例及び新潟県美容師法施行条例の一部を改正する条例（生活衛生課） 
 23 新潟県電気自動車等の普及の促進に関する条例の一部を改正する条例（産業振興課） 
 24 学校教育法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例（義務教育課） 
 25 新潟県立学校条例の一部を改正する条例（高等学校教育課） 
 
 

  

本号で公布された主な条例のあらまし 
  

    

 

 

 

◇新潟県手数料条例の一部を改正する条例（新潟県条例第４号） 

１ 増築又は改築に係る長期優良住宅建築等計画認定等に係る手数料の新設 

増築又は改築に係る長期優良住宅建築等計画認定の申請等に係る手数料を新たに規定することとしました｡(別

表関係） 

２ 建築物エネルギー消費性能向上計画認定等に係る手数料の新設 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の制定に伴い、建築物エネルギー消費性能向上計画認定の

申請等及び建築物エネルギー消費性能基準適合認定の申請に係る手数料を新たに規定することとしました｡(別
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表関係） 

３ 施行期日 

この条例は、一部の規定を除き、平成28年４月１日から施行することとしました。 

 

◇特別職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（新潟県条例第５号） 

１ 特別職の職員の給与に関する条例の一部改正関係 

  新潟県特別職報酬等審議会の答申に基づき、知事等の特別職の職員の給料及び報酬の額を改正することとし

ました｡(第１条関係） 

２ 新潟県議会議員給与条例の一部改正関係 

  新潟県特別職報酬等審議会の答申に基づき、議長、副議長及び議員の報酬額を改正することとしました｡(第

２条関係） 

３ 知事、副知事、県議会議員等に対する期末手当等の支給に関する条例の一部改正関係 

  知事、副知事、県議会議員等の期末手当の支給割合を改正することとしました｡(第３条及び第４条関係） 

４ 施行期日 

  この条例は、一部の規定を除き、公布の日から施行することとしました。 

 

◇一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（新潟県条例第７号） 

１ 一般職の職員の給与に関する条例の一部改正関係 

  新潟県人事委員会の勧告に基づき、一般職の職員の給料月額、勤勉手当の支給割合の改正等を行うこととし

ました｡(第１条～第３条関係） 

２ 市町村立学校職員の給与に関する条例の一部改正関係 

  新潟県人事委員会の勧告に基づき、市町村立学校職員の給料月額、勤勉手当の支給割合の改正等を行うこと

としました｡(第４条～第６条関係） 

３ 職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正関係 

  新潟県人事委員会の報告に基づき、爆発物処理等作業手当の額を改正することとしました｡(第７条関係） 

４ 一般職の任期付研究員の採用等に関する条例の一部改正関係 

  新潟県人事委員会の勧告に基づき、一般職の任期付研究員の給料月額及び期末手当の支給割合を改正するこ

ととしました｡(第８条及び第９条関係） 

５ 一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正関係 

  新潟県人事委員会の勧告に基づき、一般職の任期付職員の給料月額及び期末手当の支給割合を改正すること

としました｡(第10条及び第11条関係） 

６ 施行期日 

この条例は、一部の規定を除き、公布の日から施行することとしました。 

 

◇新潟県行政不服審査法施行条例（新潟県条例第８号） 

１ 趣旨 

  この条例は、行政不服審査法の施行に関し必要な事項を定めることとしました｡(第１条関係） 

２ 守秘義務 

  審理員及び４の新潟県行政不服審査会の委員等は、職務上知ることができた秘密を漏らしてはならないこと

としました｡(第３条、第７条及び第９条関係） 

３ 提出書類等の交付手数料 

  審査請求等における提出書類等の交付手数料及びその減免について定めることとしました｡(第４条、第５条、

第13条及び第14条関係） 

４ 新潟県行政不服審査会の組織及び運営 

  行政不服審査法の規定により地方公共団体に置くこととされた附属機関の名称を新潟県行政不服審査会とし、

その組織及び運営に関し必要な事項を定めることとしました｡(第６条～第15条関係） 

５ その他 

  罰則の規定その他所要の規定の整備を行うこととしました。 

６ 施行期日 

  この条例は、平成28年４月１日から施行することとしました。 
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◇行政不服審査法の施行に伴う関係条例の整備に関する条例（新潟県条例第９号） 

１ 行政不服審査法の施行に伴う関係条例の整備 

行政不服審査法の施行に伴い、次の条例の規定のうち審理手続に関する規定その他所要の規定の整備を行う

こととしました。 

(1) 一般職の職員の給与に関する条例（第１条関係） 

(2) 市町村立学校職員の給与に関する条例（第２条関係） 

(3) 職員の退職手当に関する条例（第３条関係） 

(4) 新潟県文化財保護条例（第４条関係） 

(5) 新潟県行政手続条例（第５条関係） 

(6) 新潟県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例（第６条関係） 

(7) 新潟県情報公開条例（第７条関係） 

(8) 新潟県個人情報保護条例（第８条関係） 

(9) 新潟県人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（第９条関係） 

(10) 新潟県県税条例（第10条関係) 

２ 施行期日 

  この条例は、平成28年４月１日から施行することとしました。 

 

◇新潟県住民基本台帳法施行条例の一部を改正する条例（新潟県条例第10号） 

１ 都道府県知事保存本人確認情報の利用 

  都道府県知事保存本人確認情報を利用することができる事務を定めることとしました｡(第２条関係） 

２ 都道府県知事保存本人確認情報の提供 

知事以外の県の執行機関に都道府県知事保存本人確認情報を提供することができる場合及び方法を定めるこ

ととしました｡(第２条関係） 

３ 施行期日 

  この条例は、公布の日から施行することとしました。 

 

◇新潟県県税条例の一部を改正する条例（新潟県条例第11号） 

１ 法人の事業税の税率の改正 

  平成28年度税制改正に伴い、法人の事業税の税率を改めることとしました｡(第31条及び附則第17条の２関係） 

２ 施行期日 

  この条例は、地方税法等の一部を改正する等の法律の施行の日から施行することとしました。 

 

◇新潟県消費生活センターの組織及び運営等に関する条例（新潟県条例第15号） 

１ 消費生活センターの組織及び運営並びに情報の安全管理に関する事項 

 消費者安全法の改正に伴い、消費生活センターの組織及び運営並びに情報の安全管理に関する事項を定める

こととしました｡(第３条関係） 

２ 施行期日 

 この条例は、平成28年４月１日から施行することとしました。 

 

◇新潟県看護職員修学資金貸与条例及び新潟県看護職員臨時修学資金貸与条例の一部を改正する条例（新潟県条

例第20号） 

１ 返還の債務の当然免除の要件の改正 

 訪問看護ステーションにおいて業務に従事した場合について、特定医療施設等において業務に継続して従事

した５年の期間のうち最初の３年以上の期間が訪問看護ステーション以外の特定医療施設等において従事した

期間であることとした返還の債務の当然免除の要件を見直すこととしました｡(第１条及び第２条関係） 

２ 失効規定の見直し 

 新潟県看護職員臨時修学資金貸与条例の失効日を、平成28年３月31日から平成30年３月31日に見直すことと

しました｡(第２条関係） 

３ 施行期日 

 この条例は、一部の規定を除き、平成28年４月１日から施行することとしました。 
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条   例 

◇新潟県動物の愛護及び管理に関する条例の一部を改正する条例（新潟県条例第21号） 

１ 猫の飼い主の遵守事項 

 猫の飼い主は、猫を屋内において飼養し、又は保管するよう努めるとともに、不妊、去勢等の必要な措置を

講じ、当該猫がみだりに繁殖することを防止するよう努めなければならないこととしました｡(第13条の２関係） 

２ 犬猫販売業者の基準遵守義務等 

 犬猫販売業者は、販売の用に供する犬猫の輸送が行われた場合は、帳簿を備え、当該輸送の年月日、輸送に

係る犬猫の種類等を記載し、これを保存しなければならないこととするとともに、輸送後に当該犬猫を飼養し、

又は保管する飼養施設において２日間以上その状態を目視によって観察し、健康上の問題があることが認めら

れなかった犬猫を販売に供するよう努めなければならないこととしました｡(第18条の２関係） 

３ 施行期日 

 この条例は、平成28年７月１日から施行することとしました。 

 

◇新潟県電気自動車等の普及の促進に関する条例の一部を改正する条例（新潟県条例第23号） 

１ 失効規定の見直し 

  条例の失効日を、平成28年３月31日から平成29年３月31日に見直すこととしました｡(附則第２項関係） 

２ 施行期日 

  この条例は、公布の日から施行することとしました。 

 

◇新潟県立学校条例の一部を改正する条例（新潟県条例第25号） 

１ 高等学校の廃止 

  新潟県立西川竹園高等学校及び新潟県立相川高等学校を廃止することとしました｡(別表第２関係） 

２ 施行期日 

  この条例は、平成28年４月１日から施行することとしました。 
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次に掲げる条例をここに公布する。 

(1) 新潟県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の一部を改正する条例 

(2) 新潟県環日本海交流圏形成基金条例を廃止する条例 

(3) 新潟県新成長基金条例を廃止する条例 

(4) 新潟県手数料条例の一部を改正する条例 

(5) 特別職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

(6) 新潟県地方警察職員定員条例の一部を改正する条例 

(7) 一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

(8) 新潟県行政不服審査法施行条例 

(9) 行政不服審査法の施行に伴う関係条例の整備に関する条例 

(10) 新潟県住民基本台帳法施行条例の一部を改正する条例 

(11) 新潟県県税条例の一部を改正する条例 

(12) 新潟県核燃料税条例の一部を改正する条例 

(13) 新潟県退職年金及び退職一時金に関する条例の一部を改正する条例 

(14) 新潟県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改正する条例 

(15) 新潟県消費生活センターの組織及び運営等に関する条例 

(16) 新潟県生活環境の保全等に関する条例の一部を改正する条例 

(17) 新潟県社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金条例を廃止する条例 

(18) 新潟県国民健康保険財政安定化基金条例 

(19) 新潟県風致地区条例及び新潟県病院及び診療所の人員及び施設等に関する基準を定める条例の一部を改

正する条例 

(20) 新潟県看護職員修学資金貸与条例及び新潟県看護職員臨時修学資金貸与条例の一部を改正する条例 

(21) 新潟県動物の愛護及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

(22) 新潟県理容師法施行条例及び新潟県美容師法施行条例の一部を改正する条例 

(23) 新潟県電気自動車等の普及の促進に関する条例の一部を改正する条例 

(24) 学校教育法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例 

(25) 新潟県立学校条例の一部を改正する条例 

平成28年３月30日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 
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新潟県条例第１号 

新潟県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の一部を改正する条例 

 新潟県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例（平成12年新潟県条例第８号）の一部を次のように

改正する。 

 次の表の改正前の欄中別表の細目の号の表示に下線が引かれた別表の細目の号（以下「移動別表細目号」とい

う｡)に対応する次の表の改正後の欄中別表の細目の号の表示に下線が引かれた別表の細目の号（以下「移動後別

表細目号」という｡)が存在する場合には当該移動別表細目号を当該移動後別表細目号とし、移動別表細目号に対

応する移動後別表細目号が存在しない場合には当該移動別表細目号（以下「削除別表細目号」という｡)を削り、

移動後別表細目号に対応する移動別表細目号が存在しない場合には当該移動後別表細目号（以下「追加別表細目

号」という｡)を加える。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（別表の細目の号の表示及び削除別表細目号を除く。以下「改正部

分」という｡)に対応する次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（別表の細目の号の表示及び追加別表細目号

を除く。以下「改正後部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対

応する改正後部分が存在しない場合には当該改正部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合

には当該改正後部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 
  
別表（第２条関係） 

(1)～(4) （略） 

(5) 福祉保健部関係 

事      務 市町村 

（略）  

１の７ 老人福祉法（昭和38年法律第

133号。以下この項において「法」

という｡)及び新潟県特別養護老人ホ

ームの設備及び運営に関する基準を

定める条例（平成27年新潟県条例第

23号）に基づく事務のうち、次に掲

げるもの 

(1)～(4) （略） 

(5) 法第15条第３項の規定による施

設の設置の届出の受理（介護保険

法（平成９年法律第123号）第８

条第22項に規定する地域密着型介

護老人福祉施設に係るものに限

る。次号、第８号、第10号、第11

号、第13号、第17号及び第18号に

おいて同じ｡) 

(6)～(18) （略） 

（略） 

（略） 
  
２ 介護保険法（以下この項において

「法」という｡)並びに新潟県指定居

宅サービス等の事業の人員、設備及

び運営等に関する基準を定める条例

（平成27年新潟県条例第22号)､新

潟県指定介護予防サービス等の事業

の人員、設備及び運営並びに指定介

護予防サービス等に係る介護予防の

ための効果的な支援の方法等に関す

る基準を定める条例（平成27年新潟

県条例第19号）及び新潟県指定居宅

（略） 

別表（第２条関係） 

(1)～(4) （略） 

(5) 福祉保健部関係 

事      務 市町村 

（略）  

１の７ 老人福祉法（昭和38年法律第

133号。以下この項において「法」

という｡)及び新潟県特別養護老人ホ

ームの設備及び運営に関する基準を

定める条例（平成27年新潟県条例第

23号）に基づく事務のうち、次に掲

げるもの 

(1)～(4) （略） 

(5) 法第15条第３項の規定による施

設の設置の届出の受理（介護保険

法（平成９年法律第123号）第８

条第21項に規定する地域密着型介

護老人福祉施設に係るものに限

る。次号、第８号、第10号、第11

号、第13号、第17号及び第18号に

おいて同じ｡) 

(6)～(18) （略） 

（略） 

（略） 
  
２ 介護保険法（以下この項において

「法」という｡)並びに新潟県指定居

宅サービス等の事業の人員、設備及

び運営等に関する基準を定める条例

（平成27年新潟県条例第22号)､新

潟県指定介護予防サービス等の事業

の人員、設備及び運営並びに指定介

護予防サービス等に係る介護予防の

ための効果的な支援の方法等に関す

る基準を定める条例（平成27年新潟

県条例第19号）及び新潟県指定居宅

（略） 
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介護支援等の事業の人員及び運営等

に関する基準を定める条例（平成27

年新潟県条例第25号）に基づく事務

のうち、次に掲げるもの 

(1) 法第24条第１項の規定による命

令及び質問（居宅サービス、居宅

介護支援又は介護予防サービスに

関するものに限り、次に掲げるも

のを除く。次号及び第44号におい

て同じ｡) 

ア 法第８条第９項に規定する短

期入所生活介護（特別養護老人

ホーム（老人福祉法第20条の５

に規定する特別養護老人ホーム

をいい、法第８条第22項に規定

する地域密着型介護老人福祉施

設を除く。以下この項において

同じ｡)であって、その全部又は

一部が入所者に利用されていな

い居室を利用して指定短期入所

生活介護の事業を行うもの又は

特別養護老人ホーム、養護老人

ホーム（老人福祉法第20条の４

に規定する養護老人ホームをい

う｡)、病院、診療所、法第８条

第28項に規定する介護老人保健

施設若しくは同条第11項に規定

する特定施設入居者生活介護若

しくは法第８条の２第９項に規

定する介護予防特定施設入居者

生活介護の指定を受けている施

設（軽費老人ホーム（老人福祉

法第20条の６に規定する軽費老

人ホームをいう。以下この項に

おいて同じ｡)を除く｡)（以下こ

の項において「特別養護老人ホ

ーム等」と総称する｡)に併設さ

れる指定短期入所生活介護事業

所であって、当該特別養護老人

ホーム等と一体的に運営が行わ

れるものにおいて行われるもの

に限る｡)に関するもの 

イ～カ （略） 

(2)～(44) （略） 
  
（略） 

 (6) （略） 

 (7) 農林水産部関係 

事      務 市町村 
  
１ 農業協同組合法（昭和22年法律第

132号。以下この項において「法」

（略） 

介護支援等の事業の人員及び運営等

に関する基準を定める条例（平成27

年新潟県条例第25号）に基づく事務

のうち、次に掲げるもの 

(1) 法第24条第１項の規定による命

令及び質問（居宅サービス、居宅

介護支援又は介護予防サービスに

関するものに限り、次に掲げるも

のを除く。次号及び第44号におい

て同じ｡) 

ア 法第８条第９項に規定する短

期入所生活介護（特別養護老人

ホーム（老人福祉法第20条の５

に規定する特別養護老人ホーム

をいい、法第８条第21項に規定

する地域密着型介護老人福祉施

設を除く。以下この項において

同じ｡)であって、その全部又は

一部が入所者に利用されていな

い居室を利用して指定短期入所

生活介護の事業を行うもの又は

特別養護老人ホーム、養護老人

ホーム（老人福祉法第20条の４

に規定する養護老人ホームをい

う｡)、病院、診療所、法第８条

第27項に規定する介護老人保健

施設若しくは同条第11項に規定

する特定施設入居者生活介護若

しくは法第８条の２第９項に規

定する介護予防特定施設入居者

生活介護の指定を受けている施

設（軽費老人ホーム（老人福祉

法第20条の６に規定する軽費老

人ホームをいう。以下この項に

おいて同じ｡)を除く｡)（以下こ

の項において「特別養護老人ホ

ーム等」と総称する｡)に併設さ

れる指定短期入所生活介護事業

所であって、当該特別養護老人

ホーム等と一体的に運営が行わ

れるものにおいて行われるもの

に限る｡)に関するもの 

イ～カ （略） 

(2)～(44) （略） 
  
（略） 

 (6) （略） 

 (7) 農林水産部関係 

事      務 市町村 
  
１ 農業協同組合法（昭和22年法律第

132号。以下この項において「法」

（略） 
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という｡)に基づく事務のうち、次に

掲げるもの（２以上の市町村の区域

に係るものを除く｡) 

(1) 法第72条の22の規定による一時

理事の職務を行うべき者の選任 

 

(1)の２ 法第72条の24第３号の規

定による報告の受理 

(2) 法第72条の29第２項の規定によ

る定款の変更の届出の受理 

(3) 法第72条の32第４項の規定によ

る成立の届出の受理 

(4) 法第72条の34第２項の規定によ

る解散の届出の受理 

(5) 法第72条の35第３項の規定によ

る合併の届出の受理 

(6) 法第72条の43第３項の規定によ

る意見の陳述及び調査 

(7) 法第72条の43第４項の規定によ

る意見の陳述 

(8) 法第72条の44の規定による清算

結了の届出の受理 

(9) 法第73条第４項において準用す

る法第64条の２第１項の規定によ

る休眠組合に係る官報への公告及

び届出の受理 

(10) 法第73条第４項において準用

する法第64条の２第２項の規定に

よる通知 

(11) 法第73条第４項において準用

する法第64条の３第３項の規定に

よる組合の継続の届出の受理 

(12) 法第73条の10（法第80条にお

いて準用する場合を含む｡)の規定

による組織変更の届出の受理（農

事組合法人に係るものに限る。次

号から第18号までにおいて同じ｡) 

 

 

 

 

(13) （略） 

(14) （略） 

(15) （略） 

(16) （略） 

(17) （略） 

(18) 組合等登記令（昭和39年政令

第29号）第14条第４項及び第26条

第２項の規定による解散の登記の

嘱託 
  

という｡)に基づく事務のうち、次に

掲げるもの（２以上の市町村の区域

に係るものを除く｡) 

(1) 法第72条の12の６の規定による

一時理事の職務を行うべき者の選

任 

(1)の２ 法第72条の12の８第３号

の規定による報告の受理 

(2) 法第72条の13第２項の規定によ

る定款の変更の届出の受理 

(3) 法第72条の16第４項の規定によ

る成立の届出の受理 

(4) 法第72条の17第２項の規定によ

る解散の届出の受理 

(5) 法第72条の18第３項の規定によ

る合併の届出の受理 

(6) 法第72条の18の９第３項の規定

による意見の陳述及び調査 

(7) 法第72条の18の９第４項の規定

による意見の陳述 

(8) 法第72条の18の10の規定による

清算結了の届出の受理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(9) 法第73条の12の規定による組織

変更の届出の受理 

 

 

 

(10) 法第89条第２項の規定による

解散の登記の嘱託（農事組合法人

に係るものに限る。次号から第15

号までにおいて同じ｡) 

(11) （略） 

(12) （略） 

(13) （略） 

(14) （略） 

(15) （略） 
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（略） 

３ 農業振興地域の整備に関する法律

（昭和44年法律第58号。以下この項

において「法」という｡)に基づく事

務のうち、次に掲げるもの（２以上

の市町村の区域に係るものを除く｡) 

(1) （略） 

(2) 法第15条の２第６項及び第７項

（同条第９項においてこれらの規

定を準用する場合を含む｡)の規定

による意見の聴取 

(3) 法第15条の２第８項の規定によ

る協議 

(4)～(6) （略） 

（略） 

４ 食品表示法（平成25年法律第70号。

以下この項において「法」という｡)

に基づく事務のうち、次に掲げるも

の（主たる事務所及び事業所が一の

市町村の区域内のみにある食品関連

事業者（法第２条第３項第１号に規

定する食品関連事業者をいう。以下

この項において同じ｡)に係るものに

限り、酒類並びにアレルゲン、消費

期限、栄養成分の量及び熱量その他

の国民の健康の保護及び増進を図る

ために必要な食品に関する表示の事

項として内閣府令で定めるものに係

るものを除く｡) 

(1)～(6) （略） 

三 条

市、柏

崎市、

燕市及

び胎内

市 

（略） 

 (8) 農地部関係 

事      務 市町村 
  
１ 農地法（昭和27年法律第229号。

以下この項において「法」という｡)

に基づく事務のうち、次に掲げるも

の 

(1) （略） 

 

 

 

 

 

 

(2) 法第４条第８項の規定による協

議（法附則第２項第２号に規定す

る協議を除く｡) 

(3) 法第４条第９項（法第５条第５

項において準用する場合を含む｡)

の規定による意見の聴取（前号及

び第５号に掲げる事務に係るもの

（略） 

（略） 

３ 農業振興地域の整備に関する法律

（昭和44年法律第58号。以下この項

において「法」という｡)に基づく事

務のうち、次に掲げるもの（２以上

の市町村の区域に係るものを除く｡) 

(1) （略） 

(2) 法第15条の２第６項（同条第８

項において準用する場合を含む｡)

の規定による意見の聴取 

 

(3) 法第15条の２第７項の規定によ

る協議 

(4)～(6) （略） 

（略） 

４ 食品表示法（平成25年法律第70号。

以下この項において「法」という｡)

に基づく事務のうち、次に掲げるも

の（主たる事務所及び事業所が一の

市町村の区域内のみにある食品関連

事業者（法第２条第３項第１号に規

定する食品関連事業者をいう。以下

この項において同じ｡)に係るものに

限り、酒類並びにアレルゲン、消費

期限、栄養成分の量及び熱量その他

の国民の健康の保護及び増進を図る

ために必要な食品に関する表示の事

項として内閣府令で定めるものに係

るものを除く｡) 

(1)～(6) （略） 

新 潟

市、三

条市、

柏 崎

市、燕

市及び

胎内市 

（略） 

 (8) 農地部関係 

事      務 市町村 
  
１ 農地法（昭和27年法律第229号。

以下この項において「法」という｡)

に基づく事務のうち、次に掲げるも

の 

(1) （略） 

(2) 法第４条第３項（法第４条第６

項並びに第５条第３項及び第５項

において準用する場合を含む｡)の

規定による意見の聴取（前号及び

次号から第５号までに掲げる事務

に係るものに限る｡) 

(3) 法第４条第５項の規定による協

議（法附則第２項第２号に規定す

る協議を除く｡) 

 

 

 

 

（略） 
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に限る｡) 

(4)～(10) （略） 

(11) 法第51条第１項の規定による

処分（第１号、第２号、第４号及

び第５号に掲げる事務に係るもの

に限る。） 

(12)・(13) （略） 
  
（略） 

(9) 土木部関係 

事      務 市町村 

（略） 

９ 土地区画整理法（以下この項にお

いて「法」という｡)に基づく事務の

うち、次に掲げるもの（法第２条第

４項に規定する施行地区の面積が５

ヘクタール未満のものに限り、２以

上の市町村の区域に係るものを除

く｡) 

(1)～(37) （略） 

(38) 法第136条第１項の規定によ

る意見の聴取（第25号に規定する

土地区画整理事業に係るものに限

る｡) 

（略） 

（略） 
 

 

(4)～(10) （略） 

(11) 法第51条第１項の規定による

処分（第１号及び第３号から第５

号までに掲げる事務に係るものに

限る。） 

(12)・(13) （略） 
  
（略） 

(9) 土木部関係 

事      務 市町村 

（略） 

９ 土地区画整理法（以下この項にお

いて「法」という｡)に基づく事務の

うち、次に掲げるもの（法第２条第

４項に規定する施行地区の面積が５

ヘクタール未満のものに限り、２以

上の市町村の区域に係るものを除

く｡) 

(1)～(37) （略） 

(38) 法第136条の規定による意見

の聴取（第25号に規定する土地区

画整理事業に係るものに限る｡) 

 

（略） 

（略） 

  
  

   附 則 

 この条例は、平成28年４月１日から施行する。 

 

新潟県条例第２号 

新潟県環日本海交流圏形成基金条例を廃止する条例 

新潟県環日本海交流圏形成基金条例（平成４年新潟県条例第14号）は、廃止する。 

附 則 

 この条例は、平成28年３月31日から施行する。 

 

新潟県条例第３号 

新潟県新成長基金条例を廃止する条例 

新潟県新成長基金条例（平成23年新潟県条例第２号）は、廃止する。 

附 則 

 この条例は、平成28年３月31日から施行する。 
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新潟県条例第４号 

新潟県手数料条例の一部を改正する条例 

新潟県手数料条例（平成12年新潟県条例第５号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という｡)を当該改正部分に対応する同表の改正

後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分（以下「改正後表」という｡)に対応する次の表の改正前の欄の

表中太線で囲まれた部分（以下「改正表」という｡)が存在する場合には当該改正表を当該改正後表に改め、改正

後表に対応する改正表が存在しない場合には当該改正後表を加える。 

改 正 後 改 正 前 
  

別表（第３条関係） 

(1)～(2)の２ （略） 

(3) 福祉保健部関係 

 対象と

なる事

務 

名称 区 分 金 額 

（略） 

20

及

び

21 

削除    

（略） 

(4)・(5) （略） 

(6) 土木部関係 

 対象と

なる事

務 

名称 区 分 金 額 

（略） 
 
35 長期優

良住宅

の普及

の促進

に関す

る法律

（平成

長期

優良

住宅

建築

等計

画認

定申

(1) 新

築を

しよ

うと

する

住宅

が一

（略） 

別表（第３条関係） 

(1)～(2)の２ （略） 

(3) 福祉保健部関係 

 対象と

なる事

務 

名称 区 分 金 額 

（略） 

20 削除    

21 歯科技

工士法

（昭和

30年法

律 第

168号）

第16条

の規定

に基づ

く厚生

労働省

令の規

定によ

る歯科

技工士

国家試

験合格

証明書

の交付 

歯科

技工

士国

家試

験合

格証

明書

交付

手数

料 

 １件につき 

3,000円 

（略） 

(4)・(5) （略） 

(6) 土木部関係 

 対象と

なる事

務 

名称 区 分 金 額 

（略） 
 
35 長期優

良住宅

の普及

の促進

に関す

る法律

（平成

長期

優良

住宅

建築

等計

画認

定申

(1) 建

築を

しよ

うと

する

住宅

が一

（略） 
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20年法

律第87

号）第

５条第

１項か

ら第３

項まで

の規定

に基づ

く長期

優良住

宅建築

等計画

の認定

の申請

に対す

る審査 

請手

数料 

戸建

てで

ある

場合

((3)

に該

当す

る場

合を

除

く｡) 
  
(2) 新

築を

しよ

うと

する

住宅

が共

同住

宅等

であ

る場

合

((4)

に該

当す

る場

合を

除

く｡) 

（略） 

  
(3) 新

築を

しよ

うと

する

住宅

が一

戸建

てで

ある

場合

（当

該申

請書

に住

宅の

品質

確保

の促

進等

（略） 

20年法

律第87

号）第

５条第

１項か

ら第３

項まで

の規定

に基づ

く長期

優良住

宅建築

等計画

の認定

の申請

に対す

る審査 

請手

数料 

戸建

てで

ある

場合

((3)

に該

当す

る場

合を

除

く｡) 
  
(2) 建

築を

しよ

うと

する

住宅

が共

同住

宅等

であ

る場

合

((4)

に該

当す

る場

合を

除

く｡) 

（略） 

  
(3) 建

築を

しよ

うと

する

住宅

が一

戸建

てで

ある

場合

（当

該申

請書

に住

宅の

品質

確保

の促

進等

（略） 
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に関

する

法律

（平

成11

年法

律第

81

号）

第６

条第

１項

に規

定す

る設

計住

宅性

能評

価書

（同

法第

５条

第１

項に

規定

する

住宅

性能

評価

に係

る部

分に

つい

て長

期優

良住

宅の

普及

の促

進に

関す

る法

律第

６条

第１

項第

１号

に掲

げる

基準

に適

に関

する

法律

（平

成11

年法

律第

81

号）

第６

条第

１項

に規

定す

る設

計住

宅性

能評

価書

（同

法第

５条

第１

項に

規定

する

住宅

性能

評価

に係

る部

分に

つい

て長

期優

良住

宅の

普及

の促

進に

関す

る法

律第

６条

第１

項第

１号

に掲

げる

基準

に適
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合す

るも

のに

限

る｡)

を添

えた

場合

（以

下

「当

初申

請書

に設

計住

宅性

能評

価書

を添

えた

場

合」

とい

う｡)

に限

る｡) 
    
(4) 新

築を

しよ

うと

する

住宅

が共

同住

宅等

であ

る場

合

（当

初申

請書

に設

計住

宅性

能評

価書

を添

えた

場合

に限

（略） 

合す

るも

のに

限

る｡)

を添

えた

場合

（以

下

「当

初申

請書

に設

計住

宅性

能評

価書

を添

えた

場

合」

とい

う｡)

に限

る｡) 
    
(4) 建

築を

しよ

うと

する

住宅

が共

同住

宅等

であ

る場

合

（当

初申

請書

に設

計住

宅性

能評

価書

を添

えた

場合

に限

（略） 
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る。） 
  
(5) 増

築又

は改

築を

しよ

うと

する

住宅

（新

築の

時に

長期

優良

住宅

建築

等計

画の

認定

を受

けて

いな

いも

のに

限

る｡)

が一

戸建

てで

ある

場合 

１件につき 

9,700円（長期優良

住宅の普及の促進

に関する法律第６

条第２項の規定に

よる申出を行う場

合にあっては、建

築確認等手数料額

に9,700円を加え

た額） 

  
(6) 増

築又

は改

築を

しよ

うと

する

住宅

（新

築の

時に

長期

優良

住宅

建築

等計

画の

認定

を受

１件につき、次に

掲げる額（長期優

良住宅の普及の促

進に関する法律第

６条第２項の規定

による申出を行う

場合にあっては、

その額に建築確認

等手数料額を加え

た額）を、申請に

係る共同住宅等に

ついて同時に申請

された住戸の数で

除して得た額（そ

の額に100円未満

の端数を生じたと

きは、これを切り

捨てた額） 

(1) 総戸数が５戸

る。） 
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けて

いな

いも

のに

限

る｡)

が共

同住

宅等

であ

る場

合 

以内のものにつ

いては、20,600

円 

(2) 総戸数が５戸

を超え10戸以内

のものについて

は、33,200円 

(3) 総戸数が10戸

を超え25戸以内

のものについて

は、45,800円 

(4) 総戸数が25戸

を超え50戸以内

のものについて

は、81,900円 

(5) 総戸数が50戸

を超え100戸以

内のものについ

ては、 137,700

円 

(6) 総戸数が100

戸を超え200戸

以内のものにつ

いては、224,100

円 

(7) 総戸数が200

戸を超え300戸

以内のものにつ

いては、274,600

円 

(8) 総戸数が300

戸を超えるもの

については、

292,600円 
          
36 長期優

良住宅

の普及

の促進

に関す

る法律

第８条

第１項

の規定

に基づ

く長期

優良住

宅建築

等計画

の変更

の認定

長期

優良

住宅

建築

等計

画変

更認

定申

請手

数料 

(1) 新

築の

時に

認定

を受

けた

長期

優良

住宅

建築

等計

画の

変更

をし

よう

とす

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
          
36 長期優

良住宅

の普及

の促進

に関す

る法律

第８条

第１項

の規定

に基づ

く長期

優良住

宅建築

等計画

の変更

の認定

長期

優良

住宅

建築

等計

画変

更認

定申

請手

数料 

(1) 建

築を

しよ

うと

する

住宅

が一

戸建

てで

ある

場合

((3)

に該

当す

る場

合を

（略） 
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（同法

第９条

第１項

の規定

による

申請に

係るも

のを除

く｡)の

申請に

対する

審査 

る住

宅が

一戸

建て

であ

る場

合

((3)

に該

当す

る場

合を

除

く｡) 
  
(2) 新

築の

時に

認定

を受

けた

長期

優良

住宅

建築

等計

画の

変更

をし

よう

とす

る住

宅が

共同

住宅

等で

ある

場合

((4)

に該

当す

る場

合を

除

く｡) 

（略） 

  
(3) 新

築の

時に

認定

を受

けた

（略） 

（同法

第９条

第１項

の規定

による

申請に

係るも

のを除

く｡)の

申請に

対する

審査 

除

く｡) 

  
(2) 建

築を

しよ

うと

する

住宅

が共

同住

宅等

であ

る場

合

((4)

に該

当す

る場

合を

除

く｡) 

（略） 

  
(3) 建

築を

しよ

うと

する

住宅

（略） 
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長期

優良

住宅

建築

等計

画の

変更

をし

よう

とす

る住

宅が

一戸

建て

であ

る場

合

（当

初申

請書

に設

計住

宅性

能評

価書

を添

えた

場合

に限

る｡) 
    
(4) 新

築の

時に

認定

を受

けた

長期

優良

住宅

建築

等計

画の

変更

をし

よう

とす

る住

宅が

共同

住宅

（略） 

が一

戸建

てで

ある

場合

（当

初申

請書

に設

計住

宅性

能評

価書

を添

えた

場合

に限

る｡) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
    
(4) 建

築を

しよ

うと

する

住宅

が共

同住

宅等

であ

る場

合

（当

初申

請書

に設

計住

宅性

能評

価書

（略） 
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等で

ある

場合

（当

初申

請書

に設

計住

宅性

能評

価書

を添

えた

場合

に限

る｡) 
  
(5) 増

築の

時又

は改

築の

時に

認定

を受

けた

長期

優良

住宅

建築

等計

画の

変更

をし

よう

とす

る住

宅が

一戸

建て

であ

る場

合 

１件につき 

4,800円（長期優良

住宅の普及の促進

に関する法律第８

条第２項において

準用する同法第６

条第２項の規定に

よる申出を行う場

合にあっては、建

築確認等手数料額

に4,800円を加え

た額） 

  
(6) 増

築の

時又

は改

築の

時に

認定

を受

１件につき、次に

掲げる額（長期優

良住宅の普及の促

進に関する法律第

８条第２項におい

て準用する同法第

６条第２項の規定

による申出を行う

を添

えた

場合

に限

る｡) 
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けた

長期

優良

住宅

建築

等計

画の

変更

をし

よう

とす

る住

宅が

共同

住宅

等で

ある

場合 

場合にあっては、

その額に建築確認

等手数料額を加え

た額）を、申請に

係る共同住宅等に

ついて同時に申請

された住戸の数で

除して得た額（そ

の額に100円未満

の端数を生じたと

きは、これを切り

捨てた額） 

(1) 総戸数が５戸

以内のものにつ

いては、10,300

円 

(2) 総戸数が５戸

を超え10戸以内

のものについて

は、16,600円 

(3) 総戸数が10戸

を超え25戸以内

のものについて

は、22,900円 

(4) 総戸数が25戸

を超え50戸以内

のものについて

は、40,900円 

(5) 総戸数が50戸

を超え100戸以

内のものについ

ては、68,800円 

(6) 総戸数が100

戸を超え200戸

以内のものにつ

いては、112,000

円 

(7) 総戸数が200

戸を超え300戸

以内のものにつ

いては、137,300

円 

(8) 総戸数が300

戸を超えるもの

については、

146,300円 
     
（略） 
     
41 建築物

のエネ

ルギー

建築

物エ

ネル

 １件につき、次に

掲げる額を合算し

た額（建築物のエ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
     
（略） 
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消費性

能の向

上に関

する法

律（平

成27年

法律第

53号）

第29条

第１項

の規定

に基づ

く建築

物エネ

ルギー

消費性

能向上

計画の

認定の

申請に

対する

審査 

ギー

消費

性能

向上

計画

認定

申請

手数

料 

ネルギー消費性能

の向上に関する法

律第30条第２項の

規定による申出を

行う場合にあって

は、その額に建築

確認等手数料額を

加えた額） 

(1) 建築物のエネ

ルギー消費性能

の向上に関する

法律第11条第１

項に規定する住

宅部分（以下「住

宅部分」とい

う｡ )について

は、次に掲げる

額 

ア 一戸建ての

住宅の床面積

（以下「戸建

て住宅面積」

という｡ )が

200平方メー

トル未満のも

の に つ い て

は、32,200円

（建築物のエ

ネルギー消費

性能の向上に

関する法律第

30条第１項の

基準に適合す

るかどうかの

審査（以下こ

の項及び42の

項 に お い て

「 技 術 的 審

査」という｡)

を行わない場

合 に あ っ て

は、5,800円） 

イ 戸建て住宅

面積が200平

方メートル以

上のものにつ

い て は 、

35,800円（技

術的審査を行

わない場合に

あ っ て は 、
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5,800円） 

ウ 一戸建ての

住宅以外の建

築物のうち申

請に係る住戸

の部分（申請

に係る住宅部

分に住戸以外

の部分を含む

場合は、当該

部分を含む｡)

の床面積（以

下「共同住宅

等面積」とい

う｡)が300平

方メートル未

満のものにつ

い て は 、

63,400円（技

術的審査を行

わない場合に

あ っ て は 、

10,000円） 

エ 共同住宅等

面積が300平

方メートル以

上 2,000平方

メートル未満

のものについ

ては、107,600

円（技術的審

査を行わない

場合にあって

は、22,400円） 

オ 共同住宅等

面積が 2,000

平方メートル

以上 5,000平

方メートル未

満のものにつ

い て は 、

180,200円（技

術的審査を行

わない場合に

あ っ て は 、

44,600円） 

カ 共同住宅等

面積が 5,000

平方メートル

以上のものに

つ い て は 、
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256,500円（技

術的審査を行

わない場合に

あ っ て は 、

76,400円） 

(2) 建築物のエネ

ルギー消費性能

の向上に関する

法律第11条第１

項に規定する非

住宅部分（以下

「非住宅部分」

という｡)で標準

入力法等による

基準（建築物エ

ネルギー消費性

能基準等を定め

る省令（平成28

年経済産業省・

国土交通省令第

１号。以下この

項及び43の項に

おいて「基準省

令」という｡)第

８条第１号ロ

(1)の基準をい

う。42の項にお

いて同じ｡)に適

合するかどうか

の審査を行うも

のについては、

次に掲げる額 

ア  床面積が

300平方メー

トル未満のも

の に つ い て

は 、 205,700

円（技術的審

査を行わない

場合にあって

は、10,000円） 

イ  床面積が

300平方メー

ト ル 以 上

2,000平方メ

ートル未満の

ものについて

は 、 334,500

円（技術的審

査を行わない

場合にあって
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は、28,400円） 

ウ  床面積が

2,000平方メ

ー ト ル 以 上

5,000平方メ

ートル未満の

ものについて

は 、 475,600

円（技術的審

査を行わない

場合にあって

は、76,400円） 

エ  床面積が

5,000平方メ

ー ト ル 以 上

10,000平方メ

ートル未満の

ものについて

は 、 584,900

円（技術的審

査を行わない

場合にあって

は 、 118,400

円） 

オ  床面積が

10,000平方メ

ー ト ル 以 上

25,000平方メ

ートル未満の

ものについて

は 、 690,500

円（技術的審

査を行わない

場合にあって

は 、 148,400

円） 

カ  床面積が

25,000平方メ

ートル以上の

ものについて

は 、 787,200

円（技術的審

査を行わない

場合にあって

は 、 184,400

円） 

(3) 非住宅部分で

モデル建物法に

よる基準（基準

省令第８条第１

号ロ(2)の基準
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をいう。42の項

において同じ｡)

に適合するかど

うかの審査を行

うものについて

は、次に掲げる

額 

ア  床面積が

300平方メー

トル未満のも

の に つ い て

は、79,600円

（技術的審査

を行わない場

合 に あ っ て

は、10,000円） 

イ  床面積が

300平方メー

ト ル 以 上

2,000平方メ

ートル未満の

ものについて

は 、 135,200

円（技術的審

査を行わない

場合にあって

は、28,400円） 

ウ  床面積が

2,000平方メ

ー ト ル 以 上

5,000平方メ

ートル未満の

ものについて

は 、 216,300

円（技術的審

査を行わない

場合にあって

は、76,400円） 

エ  床面積が

5,000平方メ

ー ト ル 以 上

10,000平方メ

ートル未満の

ものについて

は 、 281,100

円（技術的審

査を行わない

場合にあって

は 、 118,400

円） 

オ  床面積が
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10,000平方メ

ー ト ル 以 上

25,000平方メ

ートル未満の

ものについて

は 、 336,900

円（技術的審

査を行わない

場合にあって

は 、 148,400

円） 

カ  床面積が

25,000平方メ

ートル以上の

ものについて

は 、 394,600

円（技術的審

査を行わない

場合にあって

は 、 184,400

円） 
          
42 建築物

のエネ

ルギー

消費性

能の向

上に関

する法

律第31

条第１

項の規

定に基

づく建

築物エ

ネルギ

ー消費

性能向

上計画

の変更

の認定

の申請

に対す

る審査 

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

向上

計画

変更

認定 

申請

手数

料 

(1) 住

宅部

分又

は非

住宅

部分

の床

面積

の増

加を

しよ

うと

する

場合 

増加をしようとす

る住宅部分又は非

住宅部分の床面積

に応じて41の項と

同じ方法で算出し

た額とする。 

  
(2) そ

の他

の場

合 

１件につき、次に

掲げる額を合算し

た額（建築物のエ

ネルギー消費性能

の向上に関する法

律第31条第２項に

おいて準用する同

法第30条第２項の

規定による申出を

行う場合にあって

は、その額に建築

確認等手数料額を

加えた額） 

(1) 住宅部分につ

いては、次に掲
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げる額 

ア 戸建て住宅

面積が200平

方メートル未

満のものにつ

い て は 、

16,100円（技

術的審査を行

わない場合に

あ っ て は 、

2,900円） 

イ 戸建て住宅

面積が200平

方メートル以

上のものにつ

い て は 、

17,900円（技

術的審査を行

わない場合に

あ っ て は 、

2,900円） 

ウ 共同住宅等

面積が300平

方メートル未

満のものにつ

い て は 、

31,700円（技

術的審査を行

わない場合に

あ っ て は 、

5,000円） 

エ 共同住宅等

面積が300平

方メートル以

上 2,000平方

メートル未満

のものについ

ては、53,800

円（技術的審

査を行わない

場合にあって

は、11,200円） 

オ 共同住宅等

面積が 2,000

平方メートル

以上 5,000平

方メートル未

満のものにつ

い て は 、

90,100円（技

術的審査を行
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わない場合に

あ っ て は 、

22,300円） 

カ 共同住宅等

面積が 5,000

平方メートル

以上のものに

つ い て は 、

128,300円（技

術的審査を行

わない場合に

あ っ て は 、

38,200円） 

(2) 非住宅部分で

標準入力法等に

よる基準に適合

するかどうかの

審査を行うもの

については、次

に掲げる額 

ア  床面積が

300平方メー

トル未満のも

の に つ い て

は 、 102,900

円（技術的審

査を行わない

場合にあって

は、5,000円） 

イ  床面積が

300平方メー

ト ル 以 上

2,000平方メ

ートル未満の

ものについて

は 、 167,300

円（技術的審

査を行わない

場合にあって

は、14,200円） 

ウ  床面積が

2,000平方メ

ー ト ル 以 上

5,000平方メ

ートル未満の

ものについて

は 、 237,800

円（技術的審

査を行わない

場合にあって

は、38,200円） 
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エ  床面積が

5,000平方メ

ー ト ル 以 上

10,000平方メ

ートル未満の

ものについて

は 、 292,500

円（技術的審

査を行わない

場合にあって

は、59,200円） 

オ  床面積が

10,000平方メ

ー ト ル 以 上

25,000平方メ

ートル未満の

ものについて

は 、 345,300

円（技術的審

査を行わない

場合にあって

は、74,200円） 

カ  床面積が

25,000平方メ

ートル以上の

ものについて

は 、 393,600

円（技術的審

査を行わない

場合にあって

は、92,200円） 

(3) 非住宅部分で

モデル建物法に

よる基準に適合

するかどうかの

審査を行うもの

については、次

に掲げる額 

ア  床面積が

300平方メー

トル未満のも

の に つ い て

は、39,800円

（技術的審査

を行わない場

合 に あ っ て

は、5,000円） 

イ  床面積が

300平方メー

ト ル 以 上

2,000平方メ
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ートル未満の

ものについて

は、67,600円

（技術的審査

を行わない場

合 に あ っ て

は、14,200円） 

ウ  床面積が

2,000平方メ

ー ト ル 以 上

5,000平方メ

ートル未満の

ものについて

は 、 108,200

円（技術的審

査を行わない

場合にあって

は、38,200円） 

エ  床面積が

5,000平方メ

ー ト ル 以 上

10,000平方メ

ートル未満の

ものについて

は 、 140,600

円（技術的審

査を行わない

場合にあって

は、59,200円） 

オ  床面積が

10,000平方メ

ー ト ル 以 上

25,000平方メ

ートル未満の

ものについて

は 、 168,500

円（技術的審

査を行わない

場合にあって

は、74,200円） 

カ  床面積が

25,000平方メ

ートル以上の

ものについて

は 、 197,300

円（技術的審

査を行わない

場合にあって

は、92,200円） 
          
43 建築物 建築  １件につき、次に
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のエネ

ルギー

消費性

能の向

上に関

する法

律第36

条第１

項の規

定に基

づく建

築物エ

ネルギ

ー消費

性能基

準に適

合して

いる旨

の認定

の申請

に対す

る審査 

物エ

ネル

ギー

消費

性能

基準

適合

認定

申請

手数

料 

掲げる額を合算し

た額 

(1) 住宅部分で性

能基準（基準省

令第１条第１項

第２号ロ(1)の

基準をいう｡)に

適合するかどう

かの審査を行う

ものについて

は、次に掲げる

額 

ア 戸建て住宅

面積が200平

方メートル未

満のものにつ

い て は 、

32,200円（建

築物のエネル

ギー消費性能

の向上に関す

る法律第２条

第３号の基準

に適合するか

どうかの審査

（以下この項

において「技

術的審査」と

いう｡)を行わ

ない場合にあ

っては、5,800

円） 

イ 戸建て住宅

面積が200平

方メートル以

上のものにつ

い て は 、

35,800円（技

術的審査を行

わない場合に

あ っ て は 、

5,800円） 

ウ 共同住宅等

面積が300平

方メートル未

満のものにつ

い て は 、

63,400円（技

術的審査を行

わない場合に

あ っ て は 、
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10,000円） 

エ 共同住宅等

面積が300平

方メートル以

上 2,000平方

メートル未満

のものについ

ては、107,600

円（技術的審

査を行わない

場合にあって

は、22,400円） 

オ 共同住宅等

面積が 2,000

平方メートル

以上 5,000平

方メートル未

満のものにつ

い て は 、

180,200円（技

術的審査を行

わない場合に

あ っ て は 、

44,600円） 

カ 共同住宅等

面積が 5,000

平方メートル

以上のものに

つ い て は 、

256,500円（技

術的審査を行

わない場合に

あ っ て は 、

76,400円） 

(2) 住宅部分で仕

様基準（基準省

令第１条第１項

第２号ロ(2)の

基準をいう｡)に

適合するかどう

かの審査を行う

ものについて

は、次に掲げる

額 

ア 戸建て住宅

面積が200平

方メートル未

満のものにつ

い て は 、

17,200円（技

術的審査を行
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わない場合に

あ っ て は 、

5,800円） 

イ 戸建て住宅

面積が200平

方メートル以

上のものにつ

い て は 、

18,400円（技

術的審査を行

わない場合に

あ っ て は 、

5,800円） 

ウ 共同住宅等

面積が300平

方メートル未

満のものにつ

い て は 、

31,000円（技

術的審査を行

わない場合に

あ っ て は 、

10,000円） 

エ 共同住宅等

面積が300平

方メートル以

上 2,000平方

メートル未満

のものについ

ては、55,400

円（技術的審

査を行わない

場合にあって

は、22,400円） 

オ 共同住宅等

面積が 2,000

平方メートル

以上 5,000平

方メートル未

満のものにつ

い て は 、

96,800円（技

術的審査を行

わない場合に

あ っ て は 、

44,600円） 

カ 共同住宅等

面積が 5,000

平方メートル

以上のものに

つ い て は 、
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144,200円（技

術的審査を行

わない場合に

あ っ て は 、

76,400円） 

(3) 非住宅部分で

標準入力法等に

よる基準（基準

省令第１条第１

項第１号イの基

準をいう｡)に適

合するかどうか

の審査を行うも

のについては、

次に掲げる額 

ア  床面積が

300平方メー

トル未満のも

の に つ い て

は 、 205,700

円（技術的審

査を行わない

場合にあって

は、10,000円） 

イ  床面積が

300平方メー

ト ル 以 上

2,000平方メ

ートル未満の

ものについて

は 、 334,500

円（技術的審

査を行わない

場合にあって

は、28,400円） 

ウ  床面積が

2,000平方メ

ー ト ル 以 上

5,000平方メ

ートル未満の

ものについて

は 、 475,600

円（技術的審

査を行わない

場合にあって

は、76,400円） 

エ  床面積が

5,000平方メ

ー ト ル 以 上

10,000平方メ

ートル未満の
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ものについて

は 、 584,900

円（技術的審

査を行わない

場合にあって

は 、 118,400

円） 

オ  床面積が

10,000平方メ

ー ト ル 以 上

25,000平方メ

ートル未満の

ものについて

は 、 690,500

円（技術的審

査を行わない

場合にあって

は 、 148,400

円） 

カ  床面積が

25,000平方メ

ートル以上の

ものについて

は 、 787,200

円（技術的審

査を行わない

場合にあって

は 、 184,400

円） 

(4) 非住宅部分で

モデル建物法に

よる基準（基準

省令第１条第１

項第１号ロの基

準をいう｡)に適

合するかどうか

の審査を行うも

のについては、

次に掲げる額 

ア  床面積が

300平方メー

トル未満のも

の に つ い て

は、79,600円

（技術的審査

を行わない場

合 に あ っ て

は、10,000円） 

イ  床面積が

300平方メー

ト ル 以 上
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2,000平方メ

ートル未満の

ものについて

は 、 135,200

円（技術的審

査を行わない

場合にあって

は、28,400円） 

ウ  床面積が

2,000平方メ

ー ト ル 以 上

5,000平方メ

ートル未満の

ものについて

は 、 216,300

円（技術的審

査を行わない

場合にあって

は、76,400円） 

エ  床面積が

5,000平方メ

ー ト ル 以 上

10,000平方メ

ートル未満の

ものについて

は 、 281,100

円（技術的審

査を行わない

場合にあって

は 、 118,400

円） 

オ  床面積が

10,000平方メ

ー ト ル 以 上

25,000平方メ

ートル未満の

ものについて

は 、 336,900

円（技術的審

査を行わない

場合にあって

は 、 148,400

円） 

カ  床面積が

25,000平方メ

ートル以上の

ものについて

は 、 394,600

円（技術的審

査を行わない

場合にあって
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  附 則 

この条例は、平成28年４月１日から施行する。ただし、別表第３号の表の改正は、公布の日から施行する。 

 

は 、 184,400

円） 
     

 (6)の２～(9) （略） 

 

 

 (6)の２～(9) （略） 
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新潟県条例第５号 

特別職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

（特別職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 特別職の職員の給与に関する条例（昭和27年新潟県条例第30号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)を当該改正部分に対

応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

  別表（第２条関係） 

知事        給料月額  1,246,000円 

副知事       〃      975,000円 

教育長       〃      821,000円 

地方公営企業管理者 〃       844,000円以内 

知事の秘書     〃       562,000円以内 

 県監査委員 

      識見を有する者のうちから選任された

委員 

常勤  〃      675,000円 

非常勤 報酬月額 675,000円以内 

      議員のうちから選任された委員 

           〃      182,000円 

 県教育委員会 

      委員   〃      203,000円 

 県人事委員会 

委員長  〃      222,000円 

      委員   〃      203,000円 

      （略） 

 県労働委員会 

      会長   報酬月額   222,000円 

      公益委員 〃      203,000円 

      労使委員 〃      174,000円 

      （略） 

      特別調整委員のうち 

       公益を代表する者 

           報酬月額   203,000円 

       労使を代表する者 

           〃      174,000円 

 県選挙管理委員会 

      委員長  〃      222,000円 

      委員   〃      203,000円 

 （略） 

 県公安委員会 

      委員長  報酬月額   222,000円 

      委員   〃      203,000円 

 （略） 

 非常勤の顧問、参与及び県専門委員 

      （略） 

      報酬月額の場合   624,000円以内 

      報酬年額の場合  1,015,000円以内 

 （略） 

 臨時又は非常勤の調査員、嘱託員及びこれらに準

別表（第２条関係） 

知事        給料月額  1,241,000円 

副知事       〃      971,000円 

教育長       〃      818,000円 

地方公営企業管理者 〃       841,000円以内 

知事の秘書     〃       560,000円以内 

 県監査委員 

      識見を有する者のうちから選任された

委員 

常勤  〃      672,000円 

非常勤 報酬月額 672,000円以内 

      議員のうちから選任された委員 

           〃      181,000円 

 県教育委員会 

      委員   〃      202,000円 

 県人事委員会 

委員長  〃      221,000円 

      委員   〃      202,000円 

      （略） 

 県労働委員会 

      会長   報酬月額   221,000円 

      公益委員 〃      202,000円 

      労使委員 〃      173,000円 

      （略） 

      特別調整委員のうち 

       公益を代表する者 

           報酬月額   202,000円 

       労使を代表する者 

           〃      173,000円 

 県選挙管理委員会 

      委員長  〃      221,000円 

      委員   〃      202,000円 

 （略） 

 県公安委員会 

      委員長  報酬月額   221,000円 

      委員   〃      202,000円 

 （略） 

 非常勤の顧問、参与及び県専門委員 

      （略） 

      報酬月額の場合   621,000円以内 

      報酬年額の場合  1,011,000円以内 

 （略） 

 臨時又は非常勤の調査員、嘱託員及びこれらに準
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ずる者 

      （略） 

      報酬月額の場合   502,000円以内 

      報酬年額の場合   502,000円以内 

ずる者 

      （略） 

      報酬月額の場合   500,000円以内 

      報酬年額の場合   500,000円以内 
  

（新潟県議会議員給与条例の一部改正） 

第２条 新潟県議会議員給与条例（昭和25年新潟県条例第２号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)を当該改正部分に対

応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

  第２条 議長、副議長及び議員の議員報酬額は、次

のとおりとする。 

  議 長  月額   96万5,000円 

  副議長  月額   84万4,000円 

  議 員  月額   77万4,000円 

第２条 議長、副議長及び議員の議員報酬額は、次

のとおりとする。 

  議 長  月額   96万1,000円 

  副議長  月額   84万1,000円 

  議 員  月額   77万1,000円 

  （知事、副知事、県議会議員等に対する期末手当等の支給に関する条例の一部改正） 

第３条 知事、副知事、県議会議員等に対する期末手当等の支給に関する条例（昭和28年新潟県条例第36号）の

一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

  （期末手当の額） 

第２条 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（退

職し、若しくは失職し、又は死亡した特別の職員

にあつては、退職し、若しくは失職し、又は死亡

した日現在）において特別の職員が受けるべき給

与月額（知事、副知事、県議会議員、教育長、地

方公営企業管理者及び常勤の県監査委員にあつて

は、その額に給与月額に100分の45を乗じて得た

額を加算した額）に、６月に支給する場合におい

ては100分の147.5、12月に支給する場合において

は100分の167.5を乗じて得た額に、基準日以前６

箇月以内の期間におけるその者の在職期間の次の

各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合

を乗じて得た額とする。 

(1)～(4) （略） 

２ （略） 

（期末手当の額） 

第２条 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（退

職し、若しくは失職し、又は死亡した特別の職員

にあつては、退職し、若しくは失職し、又は死亡

した日現在）において特別の職員が受けるべき給

与月額（知事、副知事、県議会議員、教育長、地

方公営企業管理者及び常勤の県監査委員にあつて

は、その額に給与月額に100分の45を乗じて得た

額を加算した額）に、６月に支給する場合におい

ては100分の147.5、12月に支給する場合において

は100分の162.5を乗じて得た額に、基準日以前６

箇月以内の期間におけるその者の在職期間の次の

各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合

を乗じて得た額とする。 

(1)～(4) （略） 

２ （略） 

  第４条 知事、副知事、県議会議員等に対する期末手当等の支給に関する条例の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)を当該改正部分に対

応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

  （期末手当の額） 

第２条 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（退

職し、若しくは失職し、又は死亡した特別の職員

にあつては、退職し、若しくは失職し、又は死亡

した日現在）において特別の職員が受けるべき給

与月額（知事、副知事、県議会議員、教育長、地

方公営企業管理者及び常勤の県監査委員にあつて

は、その額に給与月額に100分の45を乗じて得た

額を加算した額）に、６月に支給する場合におい

ては100分の150、12月に支給する場合においては

100分の165を乗じて得た額に、基準日以前６箇月

（期末手当の額） 

第２条 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（退

職し、若しくは失職し、又は死亡した特別の職員

にあつては、退職し、若しくは失職し、又は死亡

した日現在）において特別の職員が受けるべき給

与月額（知事、副知事、県議会議員、教育長、地

方公営企業管理者及び常勤の県監査委員にあつて

は、その額に給与月額に100分の45を乗じて得た

額を加算した額）に、６月に支給する場合におい

ては100分の147.5、12月に支給する場合において

は100分の167.5を乗じて得た額に、基準日以前６
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以内の期間におけるその者の在職期間の次の各号

に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗

じて得た額とする。 

 (1)～(4) （略） 

２ （略） 

箇月以内の期間におけるその者の在職期間の次の

各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合

を乗じて得た額とする。 

 (1)～(4) （略） 

２ （略） 

  （地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例

による改正前の特別職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

第５条 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する

条例（平成27年新潟県条例第36号）附則第２項の規定によりなおその効力を有するものとされる同条例第２条

の規定による改正前の特別職の職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)を当該改正部分に対

応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

  別表（第２条関係） 

 （略） 

 県教育委員会 

      委員長  〃      222,000円 

委員（教育長に任命された委員を除

く｡) 

           〃      203,000円 

 （略） 

別表（第２条関係） 

 （略） 

 県教育委員会 

 委員長  〃      221,000円 

委員（教育長に任命された委員を除

く｡) 

           〃      202,000円 

 （略） 

  （地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例

による廃止前の新潟県教育委員会教育長の給与等に関する条例の一部改正） 

第６条 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する

条例附則第２項の規定によりなおその効力を有するものとされる同条例第７条の規定による廃止前の新潟県教

育委員会教育長の給与等に関する条例（昭和39年新潟県条例第81号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)を当該改正部分に対

応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

  （給与） 

第２条 （略） 

２ 給料は、月額80万2,000円とする。 

３ （略） 

４ 通勤手当及び期末手当の額並びに支給方法等に

ついては、一般職の職員の例による。ただし、一

般職員給与条例第25条第２項中「100分の122.5」

とあるのは「100分の147.5」と､｢100分の137.5」

とあるのは「100分の167.5」とする。 

５・６ （略） 

（給与） 

第２条 （略） 

２ 給料は、月額79万9,000円とする。 

３ （略） 

４ 通勤手当及び期末手当の額並びに支給方法等に

ついては、一般職の職員の例による。ただし、一

般職員給与条例第25条第２項中「100分の122.5」

とあるのは「100分の147.5」と､｢100分の137.5」

とあるのは「100分の162.5」とする。 

５・６ （略） 

  第７条 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する

条例附則第２項の規定によりなおその効力を有するものとされる同条例第７条の規定による廃止前の新潟県教

育委員会教育長の給与等に関する条例の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)を当該改正部分に対

応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

  （給与） 

第２条 （略） 

２・３ （略） 

４ 通勤手当及び期末手当の額並びに支給方法等に

（給与） 

第２条 （略） 

２・３ （略） 

４ 通勤手当及び期末手当の額並びに支給方法等に
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ついては、一般職の職員の例による。ただし、一

般職員給与条例第25条第２項中「100分の122.5」

とあるのは「100分の150」と､｢100分の137.5」と

あるのは「100分の165」とする。 

５・６ （略） 

ついては、一般職の職員の例による。ただし、一

般職員給与条例第25条第２項中「100分の122.5」

とあるのは「100分の147.5」と､｢100分の137.5」

とあるのは「100分の167.5」とする。 

５・６ （略） 

  附 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第４条及び第７条の規定は、平成28年４月１日から施行する。 

２ 次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から適用する。 

(1) 第３条の規定による改正後の知事、副知事、県議会議員等に対する期末手当等の支給に関する条例（以下

「改正後の特別職期末手当支給条例」という｡)の規定及び第６条の規定による改正後の地方教育行政の組織

及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例附則第２項の規定に

よりなおその効力を有するものとされる同条例第７条の規定による廃止前の新潟県教育委員会教育長の給与

等に関する条例（以下「改正後の旧教育長給与条例」という｡)第２条第４項の規定 平成27年12月１日 

(2) 第１条の規定による改正後の特別職の職員の給与に関する条例（以下「改正後の特別職給与条例」という｡)

の規定、第２条の規定による改正後の新潟県議会議員給与条例（以下「改正後の議会議員給与条例」という｡)

の規定、第５条の規定による改正後の地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施

行に伴う関係条例の整理に関する条例附則第２項の規定によりなおその効力を有するものとされる同条例第

２条の規定による改正前の特別職の職員の給与に関する条例（以下「改正後の旧特別職給与条例」という｡)

の規定及び改正後の旧教育長給与条例第２条第２項の規定 平成28年１月１日 

  （給与の内払） 

３ 改正後の特別職給与条例、改正後の議会議員給与条例、改正後の特別職期末手当支給条例、改正後の旧特別

職給与条例又は改正後の旧教育長給与条例の規定を適用する場合においては、第１条の規定による改正前の特

別職の職員の給与に関する条例、第２条の規定による改正前の新潟県議会議員給与条例、第３条の規定による

改正前の知事、副知事、県議会議員等に対する期末手当等の支給に関する条例、第５条の規定による改正前の

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例附

則第２項の規定によりなおその効力を有するものとされる同条例第２条の規定による改正前の特別職の職員の

給与に関する条例又は第６条の規定による改正前の地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正す

る法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例附則第２項の規定によりなおその効力を有するものとされる

同条例第７条の規定による廃止前の新潟県教育委員会教育長の給与等に関する条例の規定に基づいて支給され

た給与は、それぞれ改正後の特別職給与条例、改正後の議会議員給与条例、改正後の特別職期末手当支給条例、

改正後の旧特別職給与条例又は改正後の旧教育長給与条例の規定による給与の内払とみなす。 

 

新潟県条例第６号 

新潟県地方警察職員定員条例の一部を改正する条例 

新潟県地方警察職員定員条例（昭和29年新潟県条例第24号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という｡)を当該改正部分に対応する同表の改正

後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

（職員の定員） 

第２条 職員の定員は、次に掲げるとおりとする。 

警   察   官       4,122人 

警察官以外の職員        638人 

合    計        4,760人 

２ 前項の警察官の定員のうち、警視については132

人、警部については284人、警部補（巡査部長を

含む｡)については2,432人とする。 

３ （略） 

（職員の定員） 

第２条 職員の定員は、次に掲げるとおりとする。 

警   察   官       4,099人 

警察官以外の職員        638人 

合    計        4,737人 

２ 前項の警察官の定員のうち、警視については132

人、警部については283人、警部補（巡査部長を

含む｡)については2,418人とする。 

３ （略） 

附 則 

この条例は、平成28年４月１日から施行する。 
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新潟県条例第８号 

新潟県行政不服審査法施行条例 

目次 

 第１章 総則（第１条・第２条） 

 第２章 審査請求及び再審査請求（第３条－第５条） 

 第３章 新潟県行政不服審査会（第６条－第15条） 

 第４章 雑則（第16条・第17条） 

 附則 

   第１章 総則 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、行政不服審査法（平成26年法律第68号。以下「法」という｡)の施行に関し必要な事項を定

めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例において使用する用語は、法において使用する用語の例による。 

   第２章 審査請求及び再審査請求 

 （審理員の守秘義務） 

第３条 審理員（地方公務員法（昭和25年法律第261号）第34条第１項の規定の適用を受ける者を除く｡)は、職務

上知ることができた秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

 （提出書類等の交付手数料） 

第４条 法第38条第６項（法第66条第１項及び他の法令において準用する場合を含む｡)において読み替えて適用

する法第38条第４項（法第66条第１項及び他の法令において準用する場合を含む｡)の規定により納付しなけれ

ばならない手数料（以下この章において「手数料」という｡)の額は、用紙１枚につき10円（カラーで複写され、

又は出力された用紙にあっては、50円）とする。この場合において、両面に複写され、又は出力された用紙に

ついては、片面を１枚として手数料の額を算定する。 

２ 手数料は、条例で定める証紙により納めなければならない。 

３ 既に納めた手数料は、還付しない。 

 （手数料の減免） 

第５条 審理員（法令の規定により手数料を減額し、又は免除することができることとされている者にあっては、

その者。次項において同じ｡)は、法第38条第１項（法第66条第１項において読み替えて準用する場合及び他の

法令において準用する場合を含む。以下この条において同じ｡)の規定による交付を受ける者が経済的困難によ

り手数料を納付する資力がないと認めるときは、法第38条第１項の規定による交付の求め１件につき2,000円を

限度として、手数料を減額し、又は免除することができる。 

２ 手数料の減額又は免除を受けようとする者は、法第38条第１項の規定による交付を求める際に、併せて当該

減額又は免除を求める旨及びその理由を記載した書面を審理員に提出しなければならない。 

３ 前項の書面には、手数料の減額又は免除を受けようとする者が生活保護法（昭和25年法律第144号）第11条第

１項各号に掲げる扶助を受けていることを理由とする場合にあっては当該扶助を受けていることを証明する書

面を、その他の事実を理由とする場合にあっては当該事実を証明する書面を、それぞれ添付しなければならな

い。 

   第３章 新潟県行政不服審査会 

 （附属機関の名称） 

第６条 法第81条第１項に規定する附属機関の名称は、新潟県行政不服審査会（以下「審査会」という｡)とする。 

 （委員） 

第７条 審査会は、委員９人以内で組織する。 

２ 委員は、審査会の権限に属する事項に関し公正な判断をすることができ、かつ、法律又は行政に関して優れ

た識見を有する者のうちから、知事が任命する。 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 委員は、再任されることができる。 

５ 委員は、心身の故障のため職務の執行ができないと認められた場合又は職務上の義務違反その他委員たるに

適しない非行があると認められた場合を除いては、在任中、その意に反して罷免されることがない。 

６ 委員は、職務上知ることができた秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

７ 委員は、在任中、政党その他の政治的団体の役員となり、又は積極的に政治運動をしてはならない。 
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 （会長） 

第８条 審査会に、会長を置き、委員の互選により選任する。 

２ 会長は、会務を総理し、審査会を代表する。 

３ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代理する。 

 （専門委員） 

第９条 審査会に、専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は、学識経験のある者のうちから、知事が任命する。 

３ 専門委員は、その者の任命に係る当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。 

４ 第７条第６項及び第７項の規定は、専門委員について準用する。 

 （合議体） 

第10条 審査会は、委員のうちから、審査会が指名する者３人をもって構成する合議体で、審査請求に係る事件

について調査審議する。 

２ 前項の規定にかかわらず、審査会が定める場合においては、委員の全員をもって構成する合議体で、審査請

求に係る事件について調査審議する。 

 （会議の非公開） 

第11条 審査会の会議は、これを公開しない。ただし、新潟県情報公開条例（平成13年新潟県条例第57号）第７

条各号に掲げる情報が公になるおそれがない場合において、出席した委員の過半数で議決したときは、会議の

全部又は一部を公開することができる。 

 （庶務） 

第12条 審査会の庶務は、総務管理部において行う。 

 （提出資料の交付手数料） 

第13条 法第81条第３項において読み替えて準用する法第78条第４項の規定により納付しなければならない手数

料（以下この章において「手数料」という｡)の額は、用紙１枚につき10円（カラーで複写され、又は出力され

た用紙にあっては、50円）とする。この場合において、両面に複写され、又は出力された用紙については、片

面を１枚として手数料の額を算定する。 

２ 手数料は、条例で定める証紙により納めなければならない。 

３ 既に納めた手数料は、還付しない。 

 （手数料の減免） 

第14条 審査会は、法第81条第３項において準用する法第78条第１項の規定による交付を受ける者が経済的困難

により手数料を納付する資力がないと認めるときは、同項の規定による交付の求め１件につき2,000円を限度と

して、手数料を減額し、又は免除することができる。 

２ 手数料の減額又は免除を受けようとする者は、法第81条第３項において準用する法第78条第１項の規定によ

る交付を求める際に、併せて当該減額又は免除を求める旨及びその理由を記載した書面を審査会に提出しなけ

ればならない。 

３ 前項の書面には、手数料の減額又は免除を受けようとする者が生活保護法第11条第１項各号に掲げる扶助を

受けていることを理由とする場合にあっては当該扶助を受けていることを証明する書面を、その他の事実を理

由とする場合にあっては当該事実を証明する書面を、それぞれ添付しなければならない。 

 （規則への委任） 

第15条 この章に定めるもののほか、審査会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

   第４章 雑則 

 （委任） 

第16条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、審査庁となるべき行政庁が定める。 

 （罰則） 

第17条 第３条又は第７条第６項（第９条第４項において準用する場合を含む｡)の規定に違反して秘密を漏らし

た者は、１年以下の懲役又は50万円以下の罰金に処する。 

   附 則 

 この条例は、平成28年４月１日から施行する。 
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新潟県条例第９号 

行政不服審査法の施行に伴う関係条例の整備に関する条例 

（一般職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 一般職の職員の給与に関する条例（昭和30年新潟県条例第59号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)を当該改正部分に対

応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 
  

第25条の３ （略） 

２・３ （略） 

４ 一時差止処分を受けた者は、行政不服審査法（平

成26年法律第68号）第18条第１項本文に規定する

期間が経過した後においては、当該一時差止処分

後の事情の変化を理由に、当該一時差止処分をし

た者に対し、その取消しを申し立てることができ

る。 

５～８ （略） 

第25条の３ （略） 

２・３ （略） 

４ 一時差止処分を受けた者は、行政不服審査法（昭

和37年法律第160号）第14条第１項又は第45条に

規定する期間が経過した後においては、当該一時

差止処分後の事情の変化を理由に、当該一時差止

処分をした者に対し、その取消しを申し立てるこ

とができる。 

５～８ （略） 
    

（市町村立学校職員の給与に関する条例の一部改正） 

第２条 市町村立学校職員の給与に関する条例（昭和30年新潟県条例第61号）の一部を次のように改正する。 

    次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)を当該改正部分に対

応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 
  

第26条の３ （略） 

２・３ （略） 

４ 一時差止処分を受けた者は、行政不服審査法（平

成26年法律第68号）第18条第１項本文に規定する

期間が経過した後においては、当該一時差止処分

後の事情の変化を理由に、当該一時差止処分をし

た者に対し、その取消しを申し立てることができ

る。 

５～８ （略） 

第26条の３ （略） 

２・３ （略） 

４ 一時差止処分を受けた者は、行政不服審査法（昭

和37年法律第160号）第14条第１項に規定する期

間が経過した後においては、当該一時差止処分後

の事情の変化を理由に、当該一時差止処分をした

者に対し、その取消しを申し立てることができる。 

 

５～８ （略） 
    

（職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

第３条 職員の退職手当に関する条例（昭和37年新潟県条例第49号）の一部を次のように改正する。 

   次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)を当該改正部分に対

応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 
  

 （退職手当の支払の差止め） 

第16条 （略） 

２・３ （略） 

４ 前３項の規定による一般の退職手当等の額の支

払を差し止める処分（以下「支払差止処分」とい

う｡)を受けた者は、行政不服審査法（平成26年法

律第68号）第18条第１項本文に規定する期間が経

過した後においては、当該支払差止処分後の事情

の変化を理由に、当該支払差止処分を行つた退職

手当管理機関に対し、その取消しを申し立てるこ

とができる。 

５～10 （略） 

 （退職手当の支払の差止め） 

第16条 （略） 

２・３ （略） 

４ 前３項の規定による一般の退職手当等の額の支

払を差し止める処分（以下「支払差止処分」とい

う｡)を受けた者は、行政不服審査法（昭和37年法

律第160号）第14条第１項又は第45条に規定する

期間が経過した後においては、当該支払差止処分

後の事情の変化を理由に、当該支払差止処分を行

つた退職手当管理機関に対し、その取消しを申し

立てることができる。 

５～10 （略） 
    

（新潟県文化財保護条例の一部改正） 

第４条 新潟県文化財保護条例（昭和48年新潟県条例第33号）の一部を次のように改正する。 

    次の表の改正後の欄中項の表示に下線が引かれた項（以下この条において「追加項」という｡)を加える。 
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次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（項の表示及び追加項を除く。以下この条において「改正後部分」

という｡)に対応する同表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)が存

在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には

当該改正後部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 
  

 （審査請求の手続における意見の聴取） 

第39条 第13条第１項又は第35条第１項の規定によ

る処分についての審査請求があつたときは、行政

不服審査法（平成26年法律第68号）第24条の規定

により当該審査請求を却下する場合を除き、教育

委員会は、当該審査請求がされた日（同法第23条

の規定により不備を補正すべきことを命じた場合

にあつては、当該不備が補正された日）から30日

以内に、審査請求人及び参加人（同法第13条第４

項に規定する参加人をいう。以下同じ｡)又はこれ

らの者の代理人の出頭を求めて、公開による意見

の聴取を行わなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の意見の聴取を行おうとす

るときは、当該意見の聴取の期日及び場所をその

期日の10日前までに審査請求人及び参加人に通告

しなければならない。 

３ 第１項の意見の聴取については、行政不服審査

法第９条第３項の規定により読み替えて適用する

同法第31条第２項から第５項までの規定を準用す

る。 

 （異議申立ての手続における意見の聴取） 

第39条 第13条第１項又は第35条第１項の規定によ

る処分についての異議申立てがあつたときは、当

該異議申立てを却下する場合を除き、教育委員会

は、異議申立てを受理した日から30日以内に、異

議申立人及び参加人又はこれらの者の代理人の出

頭を求めて、公開による意見の聴取を行わなけれ

ばならない。 

 

 

 

 

２ 教育委員会は、前項の意見の聴取を行おうとす

るときは、当該意見の聴取の期日及び場所をその

期日の10日前までに異議申立人及び参加人に通告

しなければならない。 

    
（新潟県行政手続条例の一部改正） 

第５条 新潟県行政手続条例（平成７年新潟県条例第59号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)に対応する同表の改

正後の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正後部分」という｡)が存在する場合には当該改正部

分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には当該改正部分を削る。 

改 正 後 改 正 前 
  

 （適用除外） 

第３条 次に掲げる処分及び行政指導については、

次章から第４章の２までの規定は、適用しない。 

 (1)～(9) （略） 

 (10) 審査請求、再調査の請求その他の不服申立

てに対する行政庁の裁決、決定その他の処分の

手続又は第３章若しくは行政手続法（平成５年

法律第88号）第３章に規定する聴聞若しくは弁

明の機会の付与の手続その他の意見陳述のため

の手続において法令に基づいてされる処分及び

行政指導 

 

 （聴聞の主宰） 

第19条 （略） 

２ 次の各号のいずれかに該当する者は、聴聞を主

宰することができない。 

 (1)～(3) （略） 

 (4) 前３号に規定する者であった者 

 (5)・(6) （略） 

 （適用除外） 

第３条 次に掲げる処分及び行政指導については、

次章から第４章の２までの規定は、適用しない。 

 (1)～(9) （略） 

 (10) 審査請求、異議申立てその他の不服申立て

に対する行政庁の裁決、決定その他の処分の手

続又は第３章若しくは行政手続法（平成５年法

律第88号）第３章に規定する聴聞若しくは弁明

の機会の付与の手続その他の意見陳述のための

手続において法令に基づいてされる処分及び行

政指導 

 

 （聴聞の主宰） 

第19条 （略） 

２ 次の各号のいずれかに該当する者は、聴聞を主

宰することができない。 

 (1)～(3) （略） 

 (4) 前３号に規定する者であったことのある者 

 (5)・(6) （略） 
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（新潟県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の一部改正） 

第６条 新潟県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例（平成12年新潟県条例第８号）の一部を次の

ように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を削る。 

改 正 後 改 正 前 
  

別表（第２条関係） 

 (1)～(8) （略） 

  (9) 土木部関係 

事      務 市町村 

（略） 

９の５ 土地区画整理法（以下この項

において「法」という｡)第127条の

２第１項に規定する審査請求の裁決

（土地区画整理組合がした処分に係

るものに限る｡)（法第２条第４項に

規定する施行地区の面積が10ヘクタ

ール未満のものに限り、２以上の市

町村の区域に係るものを除く｡) 

 

 

（略） 

（略） 

  

別表（第２条関係） 

 (1)～(8) （略） 

  (9) 土木部関係 

事      務 市町村 

（略） 

９の５ 土地区画整理法（以下この項

において「法」という｡)第127条の

２第１項に規定する行政不服審査法

（昭和37年法律第160号）に基づく

審査請求の裁決（土地区画整理組合

がした処分に係るものに限る｡)（法

第２条第４項に規定する施行地区の

面積が10ヘクタール未満のものに限

り、２以上の市町村の区域に係るも

のを除く｡) 

（略） 

（略） 
 

    
（新潟県情報公開条例の一部改正） 

第７条 新潟県情報公開条例（平成13年新潟県条例第57号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中項の表示に下線が引かれた項（以下この条において「移動後項」という｡)に対応する

同表の改正前の欄中項の表示に下線が引かれた項（以下この条において「移動項」という｡)が存在する場合に

は当該移動項を当該移動後項とし、移動後項に対応する移動項が存在しない場合には当該移動後項（以下この

条において「追加項」という｡)を加える。 

 次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（項の表示を除く。以下この条において「改正部分」という｡)に

対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（項の表示及び追加項を除く。以下この条において「改正後

部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が

存在しない場合には当該改正部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部

分を加える。 

改 正 後 改 正 前 
  

目次 

 第１章・第２章 （略） 

 第３章 審査請求等（第16条の２－第24条） 

 第４章・第５章 （略） 

 附則 

 

   第３章 審査請求等 

 

 （審査請求） 

 

第16条の２ 県が設立した地方独立行政法人又は公

社が行った公開決定等又は公開請求に係る不作為

について不服があるものは、当該県が設立した地

方独立行政法人又は当該公社に対し、審査請求を

することができる。 

 

目次 

 第１章・第２章 （略） 

 第３章 不服申立て等（第16条の２－第24条） 

 第４章・第５章 （略） 

 附則 

 

   第３章 不服申立て等 

 

 （県が設立した地方独立行政法人又は公社に対す

る異議申立て） 

第16条の２ 県が設立した地方独立行政法人又は公

社が行った公開決定等又は公開請求に係る不作為

について不服があるものは、当該県が設立した地

方独立行政法人又は当該公社に対し、行政不服審

査法（昭和37年法律第160号）による異議申立て

をすることができる。 
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２ 公開決定等又は公開請求に係る不作為に係る審

査請求については、行政不服審査法（平成26年法

律第68号）第９条第１項の規定は、適用しない。 

 

 （審査請求があった場合の手続） 

第17条 公開決定等又は公開請求に係る不作為につ

いて審査請求があったときは、当該審査請求に対

する裁決をすべき実施機関は、次の各号のいずれ

かに該当する場合を除き、新潟県情報公開審査会

に諮問しなければならない。 

 (1) 審査請求が不適法であり、却下する場合 

  (2) 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査

請求に係る行政文書の全部を公開することとす

る場合（当該行政文書の公開について反対意見

書が提出されている場合を除く｡) 

 

２ 前項の規定による諮問は、行政不服審査法第９

条第３項において読み替えて適用する同法第29条

第２項の弁明書の写しを添えてしなければならな

い。 

３ 第１項の規定により諮問をした実施機関（以下

「諮問実施機関」という｡)は、次に掲げるものに

対し、諮問をした旨を通知しなければならない。 

 (1) 審査請求人及び参加人（行政不服審査法第13

条第４項に規定する参加人をいう。以下この章

において同じ｡) 

 (2) 公開請求者（公開請求者が審査請求人又は参

加人である場合を除く｡) 

 (3) 当該審査請求に係る行政文書の公開について

反対意見書を提出した第三者（当該第三者が審

査請求人又は参加人である場合を除く｡) 

４ 諮問実施機関は、提出書類等（行政不服審査法

第９条第３項において読み替えて適用する同法第

30条第１項の反論書若しくは同条第２項の意見書

又は同法第32条第１項若しくは第２項若しくは同

法第９条第３項において読み替えて適用する同法

第33条の規定により提出された書類その他の物件

をいう｡)が提出された場合には当該提出書類等の

写し等（電磁的記録にあっては、当該電磁的記録

に記録された事項を記載した書面）を新潟県情報

公開審査会に送付しなければならない。 

５ 諮問実施機関は、第１項の規定による諮問に対

する答申があったときは、その答申を尊重して、

当該審査請求についての裁決を行わなければなら

ない。 

 

 （第三者からの審査請求を棄却する場合等におけ

る手続） 

第18条 第13条第３項の規定は、次の各号のいずれ

かに該当する裁決をする場合について準用する。 

 

 

 

 

 

 （不服申立てがあった場合の手続） 

第17条 公開決定等について行政不服審査法による

不服申立てがあったときは、当該不服申立てに対

する決定又は裁決をすべき実施機関は、次の各号

のいずれかに該当する場合を除き、新潟県情報公

開審査会に諮問しなければならない。 

 (1) 不服申立てが不適法であり、却下するとき。 

 (2) 決定又は裁決で、不服申立てに係る公開決定

等を取り消し又は変更し、当該不服申立てに係

る行政文書の全部を公開することとするとき。

ただし、当該公開決定等について反対意見書が

提出されているときを除く。 

 

 

 

 

２ 前項の規定により諮問をした実施機関（以下「諮

問実施機関」という｡)は、次に掲げるものに対し、

諮問をした旨を通知しなければならない。 

 (1) 不服申立人及び参加人 

 

 

 (2) 公開請求者（公開請求者が不服申立人又は参

加人である場合を除く｡) 

 (3) 当該不服申立てに係る公開決定等について反

対意見書を提出した第三者（当該第三者が不服

申立人又は参加人である場合を除く｡) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 諮問実施機関は、第１項の規定による諮問に対

する答申があったときは、その答申を尊重して、

当該不服申立てについての決定又は裁決を行わな

ければならない。 

 

 （第三者からの不服申立てを棄却する場合等にお

ける手続） 

第18条 第13条第３項の規定は、次の各号のいずれ

かに該当する決定又は裁決をする場合について準

用する。 
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 (1) 公開決定に対する第三者からの審査請求を却

下し、又は棄却する裁決 

 (2) 審査請求に係る公開決定等（審査請求に係る

行政文書の全部を公開する旨の決定を除く｡)を

変更し、当該審査請求に係る行政文書を公開す

る旨の裁決（第三者である参加人が当該行政文

書の公開に反対の意思を表示している場合に限

る｡) 

 

 （審査会の調査権限） 

第20条 （略） 

２・３ （略） 

４ 第１項及び前項に定めるもののほか、審査会は、

審査請求に係る事件に関し、審査請求人、参加人

又は諮問実施機関（以下「審査請求人等」という｡)

に意見書又は資料の提出を求めること、適当と認

める者にその知っている事実を陳述させることそ

の他必要な調査をすることができる。 

 

 （意見の陳述等） 

第21条 審査会は、審査請求人等から申出があった

ときは、当該審査請求人等に、口頭で意見を述べ

る機会を与えなければならない。ただし、審査会

が、その必要がないと認めるときは、この限りで

ない。 

２ 審査請求人等は、審査会に対し、意見書又は資

料を提出することができる。ただし、審査会が意

見書又は資料を提出すべき相当の期間を定めたと

きは、その期間内にこれを提出しなければならな

い。 

３ 審査会は、前条第３項若しくは第４項又は前項

の規定による意見書又は資料の提出があったとき

は、当該意見書又は資料の写し（電磁的記録にあ

っては、当該電磁的記録に記録された事項を記載

した書面）を当該意見書又は資料を提出した審査

請求人等以外の審査請求人等に送付するものとす

る。ただし、第三者の利益を害するおそれがある

と認められるとき、その他正当な理由があるとき

は、この限りでない。 

４ 審査請求人等は、審査会に対し、審査会に提出

された意見書又は資料の閲覧（電磁的記録にあっ

ては、記録された事項を審査会が定める方法によ

り表示したものの閲覧）を求めることができる。

この場合において、審査会は、第三者の利益を害

するおそれがあると認めるとき、その他正当な理

由があるときでなければ、その閲覧を拒むことが

できない。 

５ 審査会は、第３項の規定による送付をし、又は

前項の規定による閲覧をさせようとするときは、

当該送付又は閲覧に係る意見書又は資料を提出し

た審査請求人等の意見を聴かなければならない。

 (1) 公開決定に対する第三者からの不服申立てを

却下し、又は棄却する決定又は裁決 

 (2) 不服申立てに係る公開決定等を変更し、当該

公開決定等に係る行政文書を公開する旨の決定

又は裁決（第三者である参加人が当該行政文書

の公開に反対の意思を表示している場合に限

る｡) 

 

 

 （審査会の調査権限） 

第20条 （略） 

２・３ （略） 

４ 第１項及び前項に定めるもののほか、審査会は、

不服申立てに係る事件に関し、不服申立人、参加

人又は諮問実施機関（以下「不服申立人等」とい

う｡)に意見書又は資料の提出を求めること、適当

と認める者にその知っている事実を陳述させるこ

とその他必要な調査をすることができる。 

 

 （意見の陳述等） 

第21条 審査会は、不服申立人等から申出があった

ときは、当該不服申立人等に、口頭で意見を述べ

る機会を与え、又は意見書若しくは資料の提出を

認めることができる。 

 

 

 

 

 

 

２ 審査会は、不服申立人等から、審査会に提出さ

れた意見書若しくは資料の閲覧又はそれらの写し

等の交付を求められたときは、これに応ずるよう

努めるものとする。 
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ただし、審査会が、その必要がないと認めるとき

は、この限りでない。 

６ 審査会は、第４項の規定による閲覧について、

日時及び場所を指定することができる。 

 

 （答申書の送付等） 

第23条 審査会は、諮問に対する答申をしたときは、

答申書の写しを審査請求人及び参加人に送付する

とともに、答申の内容を公表するものとする。 

 

   附 則 

１～３ （略） 

４ 旧条例第７条第１項（前項の規定によりなおそ

の効力を有することとされる場合を含む｡)の決定

又は旧条例第２条第２項に規定する公文書の公開

の請求に係る不作為について審査請求がされた場

合（施行日前にされている場合を含む｡)は、新条

例第16条の２第２項、第17条及び第19条から第24

条までの規定を適用する。この場合において、新

条例第16条の２第２項中「公開決定等又は公開請

求に係る不作為」とあるのは「この条例による改

正前の新潟県情報公開条例（平成７年新潟県条例

第１号。以下「旧条例」という｡)第２条第２項に

規定する公文書（以下「公文書」という｡)の公開

の請求があった場合における当該請求に係る公文

書を公開するかどうかの決定（以下「公開決定等」

という｡)又は当該請求に係る不作為（以下「公開

請求に係る不作為」という｡)」と、新条例第17条

第１項中「実施機関」とあるのは「実施機関（旧

条例第２条第１項に規定する実施機関をいう｡)」

と、同項第２号中「行政文書」とあるのは「公文

書」と、同条第３項第２号中「公開請求者（公開

請求者」とあるのは「旧条例第７条第２項に規定

する請求者（当該請求者」と、同項第３号中「行

政文書」とあるのは「公文書」と、新条例第19条

第１項中「第17条第１項」とあるのは「旧条例第

13条第１項」と、新条例第20条第１項及び第３項

中「行政文書」とあるのは「公文書」とする。 

５～９ （略） 

 

 

 

 

 

 （答申書の送付等） 

第23条 審査会は、諮問に対する答申をしたときは、

答申書の写しを不服申立人及び参加人に送付する

とともに、答申の内容を公表するものとする。 

 

   附 則 

１～３ （略） 

４ 旧条例第７条第１項（前項の規定によりなおそ

の効力を有することとされる場合を含む｡)の決定

について行政不服審査法による不服申立てがされ

た場合（施行日前にされている場合を含む｡)は、

新条例第17条及び第19条から第24条までの規定を

適用する。この場合において、新条例第17条第１

項中「公開決定等」とあるのは「この条例による

改正前の新潟県情報公開条例（平成７年新潟県条

例第１号。以下「旧条例」という｡)第２条第２項

に規定する公文書（以下「公文書」という｡)の公

開の請求があった場合における当該請求に係る公

文書を公開するかどうかの決定（以下「公開決定

等」という｡)」と､｢実施機関」とあるのは「実施

機関（旧条例第２条第１項に規定する実施機関を

いう｡)」と、同項第２号中「行政文書」とあるの

は「公文書」と、同条第２項第２号中「公開請求

者（公開請求者」とあるのは「旧条例第７条第２

項に規定する請求者（当該請求者」と、新条例第

19条第１項中「第17条第１項」とあるのは「旧条

例第13条第１項」と、新条例第20条第１項及び第

３項中「行政文書」とあるのは「公文書」とする。 

 

 

 

 

 

５～９ （略） 
    

（新潟県個人情報保護条例の一部改正） 

第８条 新潟県個人情報保護条例（平成17年新潟県条例第２号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中項の表示に下線が引かれた項（以下この条において「移動後項」という｡)に対応する

同表の改正前の欄中項の表示に下線が引かれた項（以下この条において「移動項」という｡)が存在する場合に

は当該移動項を当該移動後項とし、移動後項に対応する移動項が存在しない場合には当該移動後項（以下この

条において「追加項」という｡)を加える。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（項の表示を除く。以下この条において「改正部分」という｡)に

対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（項の表示及び追加項を除く。以下この条において「改正後

部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が

存在しない場合には当該改正部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部

分を加える。 
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改 正 後 改 正 前 
  

目次 

 第１章・第２章 （略） 

 第３章 開示、訂正及び利用停止 

  第１節～第３節 （略） 

  第４節 審査請求（第36条の２－第38条） 

 第４章～第７章 （略） 

 附則 

 

    第４節 審査請求 

 

 （審査請求） 

 

第36条の２ 県が設立した地方独立行政法人が行っ

た開示決定等、訂正決定等若しくは利用停止決定

等又は開示請求、訂正請求若しくは利用停止請求

に係る不作為について不服があるものは、当該県

が設立した地方独立行政法人に対し、審査請求を

することができる。 

 

２ 開示決定等、訂正決定等若しくは利用停止決定

等又は開示請求、訂正請求若しくは利用停止請求

に係る不作為に係る審査請求については、行政不

服審査法（平成26年法律第68号）第９条第１項の

規定は、適用しない。 

 

 （審査請求があった場合の手続） 

第37条 開示決定等、訂正決定等若しくは利用停止

決定等又は開示請求、訂正請求若しくは利用停止

請求に係る不作為について、審査請求があったと

きは、当該審査請求に対する裁決をすべき実施機

関は、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、

審査会に諮問しなければならない。 

 (1) 審査請求が不適法であり、却下する場合 

 (2) 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査

請求に係る保有個人情報の全部を開示すること

とする場合（当該保有個人情報の開示について

反対意見書が提出されている場合を除く｡) 

 

 (3) 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査

請求に係る保有個人情報の訂正をすることとす

る場合 

 

 (4) 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査

請求に係る保有個人情報の利用停止をすること

とする場合 

 

２ 前項の規定による諮問は、行政不服審査法第９

条第３項において読み替えて適用する同法第29条

第２項の弁明書の写しを添えてしなければならな

目次 

 第１章・第２章 （略） 

 第３章 開示、訂正及び利用停止 

  第１節～第３節 （略） 

  第４節 不服申立て（第36条の２－第38条） 

 第４章～第７章 （略） 

 附則 

 

    第４節 不服申立て 

 

 （県が設立した地方独立行政法人に対する異議申

立て） 

第36条の２ 県が設立した地方独立行政法人が行っ

た開示決定等、訂正決定等若しくは利用停止決定

等又は開示請求、訂正請求若しくは利用停止請求

に係る不作為について不服があるものは、当該県

が設立した地方独立行政法人に対し、行政不服審

査法（昭和37年法律第160号）による異議申立て

をすることができる。 

 

 

 

 

 

 

 （不服申立てがあった場合の手続） 

第37条 開示決定等、訂正決定等又は利用停止決定

等について、行政不服審査法による不服申立てが

あったときは、当該不服申立てに対する裁決又は

決定をすべき実施機関は、次の各号のいずれかに

該当する場合を除き、審査会に諮問しなければな

らない。 

 (1) 不服申立てが不適法であり、却下するとき。 

 (2) 裁決又は決定で、不服申立てに係る開示決定

等を取り消し、又は変更し、当該不服申立てに

係る保有個人情報の全部を開示することとする

とき。ただし、当該開示決定等について反対意

見書が提出されているときを除く。 

 (3) 裁決又は決定で、不服申立てに係る訂正決定

等を取り消し、又は変更し、当該不服申立てに

係る訂正請求の全部を容認して訂正をすること

とするとき。 

 (4) 裁決又は決定で、不服申立てに係る利用停止

決定等を取り消し、又は変更し、当該不服申立

てに係る利用停止請求の全部を容認して利用停

止をすることとするとき。 
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い。 

３ 第１項の規定により諮問をした実施機関（以下

「諮問実施機関」という｡)は、次に掲げるものに

対し、諮問をした旨を通知しなければならない。 

 (1) 審査請求人及び参加人（行政不服審査法第13

条第４項に規定する参加人をいう。以下同じ｡) 

 (2) 開示請求者、訂正請求者又は利用停止請求者

（これらの者が審査請求人又は参加人である場

合を除く｡) 

 (3) 当該審査請求に係る保有個人情報の開示につ

いて反対意見書を提出した第三者（当該第三者

が審査請求人又は参加人である場合を除く｡) 

４ 諮問実施機関は、提出書類等（行政不服審査法

第９条第３項において読み替えて適用する同法第

30条第１項の反論書若しくは同条第２項の意見書

又は同法第32条第１項若しくは第２項若しくは同

法第９条第３項において読み替えて適用する同法

第33条の規定により提出された書類その他の物件

をいう｡)が提出された場合には当該提出書類等の

写し等（電磁的記録にあっては、当該電磁的記録

に記録された事項を記載した書面）を審査会に送

付しなければならない。 

５ 諮問実施機関は、第１項の規定による諮問に対

する答申があったときは、その答申を尊重して、

当該審査請求についての裁決を行わなければなら

ない。 

 

 （第三者からの審査請求を棄却する場合等におけ

る手続） 

第38条 第23条第３項の規定は、次の各号のいずれ

かに該当する裁決をする場合について準用する。 

 

 (1) 開示決定に対する第三者からの審査請求を却

下し、又は棄却する裁決 

 (2) 審査請求に係る開示決定等（審査請求に係る

保有個人情報の全部を開示する旨の決定を除

く｡)を変更し、当該審査請求に係る保有個人情

報を開示する旨の裁決（第三者である参加人が

当該第三者に関する情報の開示に反対の意思を

表示している場合に限る｡) 

 

 （審査会の調査権限） 

第45条 （略） 

２・３ （略） 

４ 第１項及び前項に定めるもののほか、審査会は、

審査請求に係る事件に関し、審査請求人、参加人

又は諮問実施機関（以下「審査請求人等」という｡)

に意見書又は資料の提出を求めること、適当と認

める者にその知っている事実を陳述させることそ

の他必要な調査をすることができる。 

 

 

２ 前項の規定により諮問をした実施機関（以下「諮

問実施機関」という｡)は、次に掲げるものに対し、

諮問をした旨を通知しなければならない。 

 (1) 不服申立人及び参加人 

 

 (2) 開示請求者、訂正請求者又は利用停止請求者

（これらの者が不服申立人又は参加人である場

合を除く｡) 

 (3) 当該不服申立てに係る開示決定等について反

対意見書を提出した第三者（当該第三者が不服

申立人又は参加人である場合を除く｡) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 諮問実施機関は、第１項の規定による諮問に対

する答申があったときは、その答申を尊重して、

当該不服申立てについての裁決又は決定を行わな

ければならない。 

 

 （第三者からの不服申立てを棄却する場合等にお

ける手続） 

第38条 第23条第３項の規定は、次の各号のいずれ

かに該当する裁決又は決定をする場合について準

用する。 

 (1) 開示決定に対する第三者からの不服申立てを

却下し、又は棄却する裁決又は決定 

 (2) 不服申立てに係る開示決定等を変更し、当該

開示決定等に係る保有個人情報を開示する旨の

裁決又は決定（第三者である参加人が当該第三

者に関する情報の開示に反対の意思を表示して

いる場合に限る｡) 

 

 

 （審査会の調査権限） 

第45条 （略） 

２・３ （略） 

４ 第１項及び前項に定めるもののほか、審査会は、

不服申立てに係る事件に関し、不服申立人、参加

人又は諮問実施機関（以下「不服申立人等」とい

う｡)に意見書又は資料の提出を求めること、適当

と認める者にその知っている事実を陳述させるこ

とその他必要な調査をすることができる。 
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 （意見の陳述等） 

第46条 審査会は、審査請求人等から申出があった

ときは、当該審査請求人等に、口頭で意見を述べ

る機会を与えなければならない。ただし、審査会

が、その必要がないと認めるときは、この限りで

ない。 

２ 審査請求人等は、審査会に対し、意見書又は資

料を提出することができる。ただし、審査会が意

見書又は資料を提出すべき相当の期間を定めたと

きは、その期間内にこれを提出しなければならな

い。 

３ 審査会は、前条第３項若しくは第４項又は前項

の規定による意見書又は資料の提出があったとき

は、当該意見書又は資料の写し（電磁的記録にあ

っては、当該電磁的記録に記録された事項を記載

した書面）を当該意見書又は資料を提出した審査

請求人等以外の審査請求人等に送付するものとす

る。ただし、第三者の利益を害するおそれがある

と認められるとき、その他正当な理由があるとき

は、この限りでない。 

４ 審査請求人等は、審査会に対し、審査会に提出

された意見書又は資料の閲覧（電磁的記録にあっ

ては、記録された事項を審査会が定める方法によ

り表示したものの閲覧）を求めることができる。

この場合において、審査会は、第三者の利益を害

するおそれがあると認めるとき、その他正当な理

由があるときでなければ、その閲覧を拒むことが

できない。 

５ 審査会は、第３項の規定による送付をし、又は

前項の規定による閲覧をさせようとするときは、

当該送付又は閲覧に係る意見書又は資料を提出し

た審査請求人等の意見を聴かなければならない。

ただし、審査会が、その必要がないと認めるとき

は、この限りでない。 

６ 審査会は、第４項の規定による閲覧について、

日時及び場所を指定することができる。 

 

 （答申書の送付等） 

第48条 審査会は、第37条第１項の規定による諮問

に対する答申をしたときは、答申書の写しを審査

請求人及び参加人に送付するとともに、答申の内

容を公表するものとする。 

 （意見の陳述等） 

第46条 審査会は、不服申立人等から申出があった

ときは、当該不服申立人等に、口頭で意見を述べ

る機会を与え、又は意見書若しくは資料の提出を

認めることができる。 

 

 

 

 

 

 

２ 審査会は、不服申立人等から、審査会に提出さ

れた意見書若しくは資料の閲覧又はそれらの写し

等の交付を求められたときは、これに応ずるよう

努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （答申書の送付等） 

第48条 審査会は、第37条第１項の規定による諮問

に対する答申をしたときは、答申書の写しを不服

申立人及び参加人に送付するとともに、答申の内

容を公表するものとする。 
  
（新潟県人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正） 

第９条 新潟県人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成17年新潟県条例第９号）の一部を次のように

改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 
  

 （人事委員会の報告） 

第３条 人事委員会は、毎年７月31日までに、知事

に対し、前年度における次に掲げる事項を報告し

 （人事委員会の報告） 

第３条 人事委員会は、毎年７月31日までに、知事

に対し、前年度における次に掲げる事項を報告し
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なければならない。 

 (1)～(3) （略） 

 (4) 不利益処分に関する審査請求の状況 

なければならない。 

 (1)～(3) （略） 

 (4) 不利益処分に関する不服申立ての状況 
  
（新潟県県税条例の一部改正） 

第10条 新潟県県税条例（平成18年新潟県条例第10号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 
  

 （災害等による期限の延長） 

第９条 知事は、県又は他の都道府県の区域の全部

又は一部にわたり、災害その他やむを得ない理由

により、法又はこの条例に定める申告、申請、請

求その他書類の提出（審査請求に関するものを除

く｡)又は納付若しくは納入に関する期限までにこ

れらの行為をすることができないと認める場合に

は、その理由のやんだ日から４月以内に限り、地

域及び期日を指定して当該期限を延長することが

できる。 

２・３ （略） 

 （災害等による期限の延長） 

第９条 知事は、県又は他の都道府県の区域の全部

又は一部にわたり、災害その他やむを得ない理由

により、法又はこの条例に定める申告、申請、請

求その他書類の提出（不服申立てに関するものを

除く｡)又は納付若しくは納入に関する期限までに

これらの行為をすることができないと認める場合

には、その理由のやんだ日から４月以内に限り、

地域及び期日を指定して当該期限を延長すること

ができる。 

２・３ （略） 
  

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成28年４月１日から施行する。 

 （経過措置の原則） 

２ 行政庁の処分その他の行為又は不作為についての不服申立てであってこの条例の施行前にされた行政庁の処

分その他の行為又はこの条例の施行前にされた申請に係る行政庁の不作為に係るものについては、なお従前の

例による。 

 （新潟県人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

３ 第９条の規定による改正後の新潟県人事行政の運営等の状況の公表に関する条例第３条の規定による報告で

あってこの条例の施行前にされた不利益処分に係るものについては、なお従前の例による。 
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新潟県条例第10号 

新潟県住民基本台帳法施行条例の一部を改正する条例 

新潟県住民基本台帳法施行条例（平成14年新潟県条例第44号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中条及び項の表示に下線が引かれた条及び項（以下「追加条等」という｡)を加える。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という｡)を当該改正部分に対応する同表の改正

後の欄中下線が引かれた部分（条及び項の表示並びに追加条等を除く｡)に改める。 

改 正 後 改 正 前 

 （本人確認情報の利用及び提供） 

第２条 法第30条の15第１項第２号の条例で定める

事務は、新潟県個人番号の利用及び特定個人情報

の提供に関する条例（平成27年新潟県条例第57号。

以下「番号利用条例」という｡)別表第１の左欄に

掲げる執行機関のうち知事が行う同表の右欄に掲

げる事務とする。 

２ 法第30条の15第２項第２号の条例で定める知事

以外の県の執行機関（以下「知事以外の執行機関」

という｡)は、番号利用条例別表第１の左欄に掲げ

る執行機関のうち知事以外のものとし、同号の条

例で定める事務は、当該執行機関が行う同表の右

欄に掲げる事務とする。 

３ 知事が行う法第30条の15第２項（第２号に係る

部分に限る｡)の規定による法第30条の８に規定す

る都道府県知事保存本人確認情報のうち法第７条

第13号に規定する住民票コード以外のもの（以下

「特定都道府県知事保存本人確認情報」という｡)

の知事以外の執行機関への提供は、次のいずれか

の方法により行うものとする。 

 (1) 規則で定めるところにより、知事の使用に係

る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ｡)

から電気通信回線を通じて知事以外の執行機関

の使用に係る電子計算機に特定都道府県知事保

存本人確認情報を送信する方法 

 (2) 規則で定めるところにより、知事から特定都

道府県知事保存本人確認情報を記録した磁気デ

ィスク（これに準ずる方法により一定の事項を

確実に記録しておくことができる物を含む｡)を

知事以外の執行機関に送付する方法 

 

第３条 （略） 

 

 （本人確認情報の保護に関する審議会） 

第４条 法第30条の40第１項に規定する本人確認情

報の保護に関する審議会は、新潟県個人情報保護

条例（平成17年新潟県条例第２号）第44条第１項

に規定する新潟県個人情報保護審査会とする。 

 （本人確認情報の保護に関する審議会） 

第２条 法第30条の40第１項に規定する本人確認情

報の保護に関する審議会は、新潟県個人情報保護

条例（平成17年新潟県条例第２号）第44条第１項

に規定する新潟県個人情報保護審査会とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３条 （略） 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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新潟県条例第11号 

新潟県県税条例の一部を改正する条例 

新潟県県税条例（平成18年新潟県条例第10号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中項の表示に下線が引かれた項（以下「移動項」という｡)に対応する同表の改正後の欄中

項の表示に下線が引かれた項（以下「移動後項」という｡)が存在する場合には当該移動項を当該移動後項とし、

移動項に対応する移動後項が存在しない場合には当該移動項（以下「削除項」という｡)を削る。 

次の表の改正前の欄中附則別表の表示に下線が引かれた附則別表（以下「移動附則別表」という｡)に対応する

次の表の改正後の欄中附則別表の表示に下線が引かれた附則別表（以下「移動後附則別表」という｡)が存在する

場合には当該移動附則別表を当該移動後附則別表とし、移動附則別表に対応する移動後附則別表が存在しない場

合には当該移動附則別表を削る。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（項の表示、削除項及び附則別表の表示を除く。以下本則において

「改正部分」という｡)に対応する次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（項の表示及び附則別表の表示を除

く。以下「改正後部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応す

る改正後部分が存在しない場合には当該改正部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には

当該改正後部分を加える。 

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分（以下「改正表」という｡)を当該改正表に対応する次の表の改

正後の欄の表中太線で囲まれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 
  
（法人の事業税の税率等） 

第31条 法人の行う事業（電気供給業、ガス供給業

及び保険業を除く。第３項において同じ｡)に対す

る事業税の額は、次の各号に掲げる法人の区分に

応じ、それぞれ当該各号に定める金額とする。 

(1) 法第72条の２第１項第１号イ（事業税の納税

義務者等）に掲げる法人（受託法人を除く｡) 次

に掲げる金額の合計額 

ア 各事業年度の付加価値額に100分の1.2を乗

じて得た金額 

イ 各事業年度の資本金等の額に100分の0.5を

乗じて得た金額 

ウ 次の表の左欄に掲げる金額の区分によって

各事業年度の所得を区分し、当該区分に応ず

る同表の右欄に掲げる率を乗じて計算した金

額を合計した金額 

各事業年度の所得のうち年

400万円以下の金額 

100分の1.9 

各事業年度の所得のうち年

400万円を超え年800万円以下

の金額 

100分の2.7 

各事業年度の所得のうち年

800万円を超える金額 

100分の3.6 

(2)・(3) （略） 

２ （略） 

３ 他の２以上の都道府県において事務所又は事業

所を設けて事業を行う法人で資本金の額又は出資

金の額が1,000万円以上のものが行う事業に対す

る事業税の額は、第１項の規定にかかわらず、次

の各号に掲げる法人の区分に応じ、当該各号に定

める金額とする。 

(1) 法第72条の２第１項第１号イに掲げる法人

（法人の事業税の税率等） 

第31条 法人の行う事業（電気供給業、ガス供給業

及び保険業を除く。第３項において同じ｡)に対す

る事業税の額は、次の各号に掲げる法人の区分に

応じ、それぞれ当該各号に定める金額とする。 

(1) 法第72条の２第１項第１号イ（事業税の納税

義務者等）に掲げる法人（受託法人を除く｡) 次

に掲げる金額の合計額 

ア 各事業年度の付加価値額に100分の0.96を

乗じて得た金額 

イ 各事業年度の資本金等の額に100分の0.4を

乗じて得た金額 

ウ 次の表の左欄に掲げる金額の区分によって

各事業年度の所得を区分し、当該区分に応ず

る同表の右欄に掲げる率を乗じて計算した金

額を合計した金額 

各事業年度の所得のうち年

400万円以下の金額 

100分の2.5 

各事業年度の所得のうち年

400万円を超え年800万円以下

の金額 

100分の3.7 

各事業年度の所得のうち年

800万円を超える金額 

100分の4.8 

(2)・(3) （略） 

２ （略） 

３ 他の２以上の都道府県において事務所又は事業

所を設けて事業を行う法人で資本金の額又は出資

金の額が1,000万円以上のものが行う事業に対す

る事業税の額は、第１項の規定にかかわらず、次

の各号に掲げる法人の区分に応じ、当該各号に定

める金額とする。 

(1) 法第72条の２第１項第１号イに掲げる法人
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（受託法人を除く｡) 次に掲げる金額の合計額 

ア 各事業年度の付加価値額に100分の1.2を乗

じて得た金額 

イ 各事業年度の資本金等の額に100分の0.5を

乗じて得た金額 

ウ 各事業年度の所得に100分の3.6を乗じて得

た金額 

(2)・(3) （略） 

 

附 則 

 

（税制の抜本的な改革において偏在性の小さい地

方税体系の構築が行われるまでの間の措置として

の法人の事業税の税率の特例） 

第17条の２ 法人の行う事業（電気供給業、ガス供

給業及び保険業を除く。第３項において同じ｡)に

対する事業税（平成28年４月１日以後に開始する

各事業年度に係る法人の事業税（以下「暫定措置

に係る法人の事業税」という｡)に限る｡)の額は、

第31条第１項及び第３項並びに前条第１項第１号

及び第２項の規定にかかわらず、次の各号に掲げ

る法人の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める

金額とする。 

(1) 法第72条の２第１項第１号イ（事業税の納税

義務者等）に掲げる法人（受託法人を除く｡) 次

に掲げる金額の合計額 

ア 各事業年度の付加価値額に100分の1.2を乗

じて得た金額 

イ 各事業年度の資本金等の額に100分の0.5を

乗じて得た金額 

ウ 次の表の左欄に掲げる金額の区分によって

各事業年度の所得を区分し、当該区分に応ず

る同表の右欄に掲げる率を乗じて計算した金

額を合計した金額 

各事業年度の所得のうち年

400万円以下の金額 

100分の0.3 

各事業年度の所得のうち年

400万円を超え年800万円以下

の金額 

100分の0.5 

各事業年度の所得のうち年

800万円を超える金額 

100分の0.7 

(2)・(3) （略） 

２ （略） 

３ 他の２以上の都道府県において事務所又は事業

所を設けて事業を行う法人で資本金の額又は出資

金の額が1,000万円以上のものが行う事業に対す

る事業税（暫定措置に係る法人の事業税に限る｡)

の額は、第１項の規定にかかわらず、次の各号に

掲げる法人の区分に応じ、当該各号に定める金額

とする。 

（受託法人を除く｡) 次に掲げる金額の合計額 

ア 各事業年度の付加価値額に100分の0.96を

乗じて得た金額 

イ 各事業年度の資本金等の額に100分の0.4を

乗じて得た金額 

ウ 各事業年度の所得に100分の4.8を乗じて得

た金額 

(2)・(3) （略） 

 

附 則 

 

（税制の抜本的な改革において偏在性の小さい地

方税体系の構築が行われるまでの間の措置として

の法人の事業税の税率の特例） 

第17条の２ 法人の行う事業（電気供給業、ガス供

給業及び保険業を除く。第３項において同じ｡)に

対する事業税（平成28年４月１日以後に開始する

各事業年度に係る法人の事業税（以下「暫定措置

に係る法人の事業税」という｡)に限る｡)の額は、

第31条第１項及び第３項並びに前条第１項第１号

及び第２項の規定にかかわらず、次の各号に掲げ

る法人の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める

金額とする。 

(1) 法第72条の２第１項第１号イ（事業税の納税

義務者等）に掲げる法人（受託法人を除く｡) 次

に掲げる金額の合計額 

ア 各事業年度の付加価値額に100分の0.96を

乗じて得た金額 

イ 各事業年度の資本金等の額に100分の0.4を

乗じて得た金額 

ウ 次の表の左欄に掲げる金額の区分によって

各事業年度の所得を区分し、当該区分に応ず

る同表の右欄に掲げる率を乗じて計算した金

額を合計した金額 

各事業年度の所得のうち年

400万円以下の金額 

100分の0.9 

各事業年度の所得のうち年

400万円を超え年800万円以下

の金額 

100分の1.4 

各事業年度の所得のうち年

800万円を超える金額 

100分の1.9 

(2)・(3) （略） 

２ （略） 

３ 他の２以上の都道府県において事務所又は事業

所を設けて事業を行う法人で資本金の額又は出資

金の額が1,000万円以上のものが行う事業に対す

る事業税（暫定措置に係る法人の事業税に限る｡)

の額は、第１項の規定にかかわらず、次の各号に

掲げる法人の区分に応じ、当該各号に定める金額

とする。 
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(1) 法第72条の２第１項第１号イに掲げる法人

（受託法人を除く｡) 次に掲げる金額の合計額 

ア 各事業年度の付加価値額に100分の1.2を乗

じて得た金額 

イ 各事業年度の資本金等の額に100分の0.5を

乗じて得た金額 

ウ 各事業年度の所得に100分の0.7を乗じて得

た金額 

(2)・(3) （略） 

 

 （自動車税の税率の特例） 

第20条 次の各号に掲げる自動車（電気自動車（電

気を動力源とする自動車で内燃機関を有しないも

のをいう。以下この条において同じ｡)、天然ガス

自動車（専ら可燃性天然ガスを内燃機関の燃料と

して用いる自動車で施行規則で定めるものをいう。

以下この条において同じ｡)、メタノール自動車（専

らメタノールを内燃機関の燃料として用いる自動

車で施行規則で定めるものをいう｡)、混合メタノ

ール自動車（メタノールとメタノール以外のもの

との混合物で施行規則で定めるものを内燃機関の

燃料として用いる自動車で施行規則で定めるもの

をいう｡)及びガソリンを内燃機関の燃料として用

いる電力併用自動車（内燃機関を有する自動車で

併せて電気その他の施行規則で定めるものを動力

源として用いるものであって、廃エネルギーを回

収する機能を備えていることにより大気汚染防止

法（昭和43年法律第97号）第２条第16項に規定す

る自動車排出ガスの排出の抑制に資するもので施

行規則で定めるものをいう。次項第３号において

同じ｡)並びにバス（一般乗合用のものに限る｡)及

び被けん引自動車を除く｡)に対する平成28年度分

の自動車税の税率は、１台につき、附則別表第１

の自動車の区分の欄に掲げる自動車の区分に応じ、

それぞれ同表の重課税率の欄に掲げる額とする。 

 

 

 (1) ガソリン又は液化石油ガスを内燃機関の燃料

として用いる自動車で平成15年３月31日までに

最初の道路運送車両法第７条第１項に規定する

新規登録（以下この条において「新車新規登録」

という｡)を受けたもの 

 

  (2) 軽油を内燃機関の燃料として用いる自動車そ

の他の前号に掲げる自動車以外の自動車で平成

17年３月31日までに新車新規登録を受けたもの 

 

 

 

 

 

(1) 法第72条の２第１項第１号イに掲げる法人

（受託法人を除く｡) 次に掲げる金額の合計額 

ア 各事業年度の付加価値額に100分の0.96を

乗じて得た金額 

イ 各事業年度の資本金等の額に100分の0.4を

乗じて得た金額 

ウ 各事業年度の所得に100分の1.9を乗じて得

た金額 

(2)・(3) （略） 

 

 （自動車税の税率の特例） 

第20条 次の各号に掲げる自動車（電気自動車（電

気を動力源とする自動車で内燃機関を有しないも

のをいう。以下この条において同じ｡)、天然ガス

自動車（専ら可燃性天然ガスを内燃機関の燃料と

して用いる自動車で施行規則で定めるものをいう。

以下この条において同じ｡)、メタノール自動車（専

らメタノールを内燃機関の燃料として用いる自動

車で施行規則で定めるものをいう。次項において

同じ｡)、混合メタノール自動車（メタノールとメ

タノール以外のものとの混合物で施行規則で定め

るものを内燃機関の燃料として用いる自動車で施

行規則で定めるものをいう。同項において同じ｡)

及びガソリンを内燃機関の燃料として用いる電力

併用自動車（内燃機関を有する自動車で併せて電

気その他の施行規則で定めるものを動力源として

用いるものであって、廃エネルギーを回収する機

能を備えていることにより大気汚染防止法（昭和

43年法律第97号）第２条第14項に規定する自動車

排出ガスの排出の抑制に資するもので施行規則で

定めるものをいう。次項及び第３項第３号におい

て同じ｡)並びにバス（一般乗合用のものに限る｡)

及び被けん引自動車を除く｡)に対する当該各号に

定める年度以後の年度分の自動車税の税率は、１

台につき、附則別表第１の自動車の区分の欄に掲

げる自動車の区分に応じ、それぞれ同表の重課税

率の欄に掲げる額とする。 

 (1) ガソリン又は液化石油ガスを内燃機関の燃料

として用いる自動車で平成15年３月31日までに

最初の道路運送車両法第７条第１項に規定する

新規登録（以下この条において「新車新規登録」

という｡)を受けたもの 新車新規登録を受けた

日から起算して14年を経過した日の属する年度 

  (2) 軽油を内燃機関の燃料として用いる自動車そ

の他の前号に掲げる自動車以外の自動車で平成

17年３月31日までに新車新規登録を受けたもの 

   新車新規登録を受けた日から起算して12年を

経過した日の属する年度 

２ 次に掲げる自動車（電気自動車、天然ガス自動

車、メタノール自動車、混合メタノール自動車及

びガソリンを内燃機関の燃料として用いる電力併
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用自動車並びにバス（一般乗合用のものに限る｡)

及び被けん引自動車を除く｡)に対する平成26年度

分の自動車税の税率は、前項の規定にかかわらず、

１台につき、附則別表第２の自動車の区分の欄に

掲げる自動車の区分に応じ、それぞれ同表の重課

税率の欄に掲げる額とする。 

  (1) ガソリン又は液化石油ガスを内燃機関の燃料

として用いる自動車で平成13年３月31日までに

新車新規登録を受けたもの 

  (2) 軽油を内燃機関の燃料として用いる自動車そ

の他の前号に掲げる自動車以外の自動車で平成

15年３月31日までに新車新規登録を受けたもの 

３ 次に掲げる自動車が平成24年４月１日から平成

25年３月31日までの間に新車新規登録を受けた場

合にあっては平成25年度分の自動車税に限り、当

該自動車が同年４月１日から平成26年３月31日ま

での間に新車新規登録を受けた場合にあっては平

成26年度分の自動車税に限り、当該自動車の自動

車税の税率は、１台につき、附則別表第２の自動

車の区分の欄に掲げる自動車の区分に応じ、それ

ぞれ同表の最大軽課税率の欄に掲げる額とする。 

  (1) 電気自動車 

  (2) 天然ガス自動車のうち、道路運送車両法第41

条の規定により平成21年10月１日（同法第40条

第３号に規定する車両総重量が3.5トンを超え

12トン以下のものにあっては、平成22年10月１

日）以降に適用されるべきものとして定められ

た自動車排出ガスに係る保安上又は公害防止そ

の他の環境保全上の技術基準（第４号及び第５

項第５号において「排出ガス保安基準」という｡)

で施行規則で定めるもの（以下この号及び第５

項第２号において「平成21年天然ガス車基準」

という｡)に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量

が平成21年天然ガス車基準に定める窒素酸化物

の値の10分の９を超えないもので施行規則で定

めるもの    

 (3) 充電機能付電力併用自動車（電力併用自動車

のうち、動力源として用いる電気を外部から充

電する機能を備えているもので施行規則で定め

るものをいう。第５項第３号において同じ｡) 

  (4) エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭

和54年法律第49号）第80条第１号イに規定する

エネルギー消費効率（以下この条において「エ

ネルギー消費効率」という｡)が同法第78条第１

項の規定により定められるエネルギー消費機器

等製造事業者等の判断の基準となるべき事項を

勘案して施行規則で定めるエネルギー消費効率

（第５項第４号及び第７項において「基準エネ

ルギー消費効率」という｡)であって平成27年度

以降の各年度において適用されるべきものとし

て定められたもの（以下この条において「平成
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２ 次に掲げる自動車が平成26年４月１日から平成

27年３月31日までの間に新車新規登録を受けた場

合にあっては平成27年度分の自動車税に限り、当

該自動車が同年４月１日から平成28年３月31日ま

での間に新車新規登録を受けた場合にあっては平

成28年度分の自動車税に限り、当該自動車の自動

車税の税率は、１台につき、附則別表第１の自動

車の区分の欄に掲げる自動車の区分に応じ、それ

ぞれ同表の最大軽課税率の欄に掲げる額とする。 

  (1) （略） 

  (2) 天然ガス自動車のうち、道路運送車両法第41

条の規定により平成21年10月１日（同法第40条

第３号に規定する車両総重量が3.5トンを超え

12トン以下のものにあっては、平成22年10月１

日）以降に適用されるべきものとして定められ

た自動車排出ガスに係る保安上又は公害防止そ

の他の環境保全上の技術基準（第４号及び第５

号において「排出ガス保安基準」という｡)で施

行規則で定めるもの（以下この号において「平

成21年天然ガス車基準」という｡)に適合し、か

つ、窒素酸化物の排出量が平成21年天然ガス車

基準に定める窒素酸化物の値の10分の９を超え

ないもので施行規則で定めるもの 

  (3) 充電機能付電力併用自動車（電力併用自動車

のうち、動力源として用いる電気を外部から充

電する機能を備えているもので施行規則で定め

るものをいう｡) 

  (4) エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭

27年度基準エネルギー消費効率」という｡)に100

分の110を乗じて得た数値以上の自動車のうち、

窒素酸化物の排出量が道路運送車両法第41条の

規定により平成17年10月１日以降に適用される

べきものとして定められた排出ガス保安基準に

定める窒素酸化物の値で施行規則で定めるもの

(以下この条において「平成17年窒素酸化物排

出許容限度」という｡)の４分の１を超えないも

ので施行規則で定めるもの 

４ エネルギー消費効率が平成27年度基準エネルギ

ー消費効率以上の自動車のうち窒素酸化物の排出

量が平成17年窒素酸化物排出許容限度の４分の１

を超えないもので施行規則で定めるもの（前項の

規定の適用を受ける自動車を除く｡)が平成24年４

月１日から平成25年３月31日までの間に新車新規

登録を受けた場合にあっては平成25年度分の自動

車税に限り、当該自動車が同年４月１日から平成

26年３月31日までの間に新車新規登録を受けた場

合にあっては平成26年度分の自動車税に限り、当

該自動車の自動車税の税率は、１台につき、附則

別表第２の自動車の区分の欄に掲げる自動車の区

分に応じ、それぞれ同表の中間軽課税率の欄に掲

げる額とする。 

５ 次に掲げる自動車が平成26年４月１日から平成

27年３月31日までの間に新車新規登録を受けた場

合にあっては平成27年度分の自動車税に限り、当

該自動車が同年４月１日から平成28年３月31日ま

での間に新車新規登録を受けた場合にあっては平

成28年度分の自動車税に限り、当該自動車の自動

車税の税率は、１台につき、附則別表第１の自動

車の区分の欄に掲げる自動車の区分に応じ、それ

ぞれ同表の最大軽課税率の欄に掲げる額とする。 

  (1) （略） 

  (2) 天然ガス自動車のうち、平成21年天然ガス車

基準に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が平

成21年天然ガス車基準に定める窒素酸化物の値

の10分の９を超えないもので施行規則で定める

もの 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (3) 充電機能付電力併用自動車 

 

 

 

  (4) エネルギー消費効率が平成27年度基準エネル
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和54年法律第49号）第80条第１号イに規定する

エネルギー消費効率（以下この条において「エ

ネルギー消費効率」という｡)が同法第78条第１

項の規定により定められるエネルギー消費機器

等製造事業者等の判断の基準となるべき事項を

勘案して施行規則で定めるエネルギー消費効率

（以下この号において「基準エネルギー消費効

率」という｡)であって平成27年度以降の各年度

において適用されるべきものとして定められた

もの（次項において「平成27年度基準エネルギ

ー消費効率」という｡)に100分の120を乗じて得

た数値以上かつ平成32年度基準エネルギー消費

効率（基準エネルギー消費効率であって平成32

年度以降の各年度において適用されるべきもの

として定められたものをいう｡)以上の自動車の

うち、窒素酸化物の排出量が道路運送車両法第

41条の規定により平成17年10月１日以降に適用

されるべきものとして定められた排出ガス保安

基準に定める窒素酸化物の値で施行規則で定め

るもの（次項において「平成17年窒素酸化物排

出許容限度」という｡)の４分の１を超えないも

ので施行規則で定めるもの 

  (5) （略） 

３ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 附則別表第１の第２号に掲げるもの及び第５号

中トラックに類するもので最大積載量の定めのあ

るもののうち、最大乗車定員が４人以上であるも

のの税率は、第１項から第３項までの規定にかか

わらず、同表に掲げる当該最大積載量に応じた年

額に、附則別表第２の自動車の区分の欄に掲げる

自動車の区分に応じ、第１項に規定する自動車に

あっては同表の重課税率の欄に掲げる額を、第２

項に規定する自動車にあっては最大軽課税率の欄

ギー消費効率に100分の120を乗じて得た数値以

上かつ平成32年度基準エネルギー消費効率（基

準エネルギー消費効率であって平成32年度以降

の各年度において適用されるべきものとして定

められたものをいう｡)以上の自動車のうち、窒

素酸化物の排出量が平成17年窒素酸化物排出許

容限度の４分の１を超えないもので施行規則で

定めるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (5) （略） 

６ （略） 

７ 第３項（第４号に係る部分に限る｡)及び第４項

の規定は、平成27年度基準エネルギー消費効率を

算定する方法として施行規則で定める方法により

エネルギー消費効率を算定していない自動車であ

って、平成22年度基準エネルギー消費効率（基準

エネルギー消費効率であって平成22年度以降の各

年度において適用されるべきものとして定められ

たものをいう｡)を算定する方法として施行規則で

定める方法によりエネルギー消費効率を算定して

いるものについて準用する。この場合において、

第３項第４号中「平成27年度以降」とあるのは「平

成22年度以降」と､｢平成27年度基準エネルギー消

費効率」とあるのは「平成22年度基準エネルギー

消費効率」と､｢100分の110」とあるのは「100分

の138」と、第４項中「平成27年度基準エネルギ

ー消費効率」とあるのは「平成22年度基準エネル

ギー消費効率に100分の125を乗じて得た数値」と

読み替えるものとする。 

８ 附則別表第１の第２号に掲げるもの及び第５号

中トラックに類するもので最大積載量の定めのあ

るもののうち、最大乗車定員が４人以上であるも

のの税率は、第１項、第５項及び第６項の規定に

かかわらず、同表に掲げる当該最大積載量に応じ

た年額に、附則別表第３の自動車の区分の欄に掲

げる自動車の区分に応じ、第１項に規定する自動

車にあっては同表の重課税率の欄に掲げる額を、

第５項に規定する自動車にあっては最大軽課税率
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に掲げる額を、第３項に規定する自動車にあって

は中間軽課税率の欄に掲げる額を加算した額とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ （略） 

 

第21条 法第147条第３項（積雪地域の自動車税の

標準税率）に規定する自動車税の税率は、前条の

規定にかかわらず、附則別表第１及び附則別表第

２に掲げる税率に、10分の10から第60条第１項各

号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る月数に10分の0.75を乗じた数を控除した割合を

乗じたものとする。 

２ （略） 

 

第22条 第61条第１項各号のいずれかに該当する自

動車で知事の承認を受けたものに対して課する自

動車税の税率は、前２条の規定にかかわらず、附

則別表第１及び附則別表第２に掲げる税率並びに

前条第１項の規定による税率に２分の１を乗じた

ものとする。 

２ （略） 

 

 

 

 

附則別表第２ 

 （略） 

 

 

の欄に掲げる額を、第６項に規定する自動車にあ

っては中間軽課税率の欄に掲げる額を加算した額

とする。 

９ 附則別表第２の第２号に掲げるもの及び第５号

中トラックに類するもので最大積載量の定めのあ

るもののうち、最大乗車定員が４人以上であるも

のの税率は、第２項から第４項まで及び第７項の

規定にかかわらず、同表に掲げる当該最大積載量

に応じた年額に、附則別表第４の自動車の区分の

欄に掲げる自動車の区分に応じ、第２項に規定す

る自動車にあっては同表の重課税率の欄に掲げる

額を、第３項（第７項において読み替えて準用す

る場合を含む｡)に規定する自動車にあっては最大

軽課税率の欄に掲げる額を、第４項（第７項にお

いて読み替えて準用する場合を含む｡)に規定する

自動車にあっては中間軽課税率の欄に掲げる額を

加算した額とする。 

10 （略） 

 

第21条 法第147条第３項（積雪地域の自動車税の

標準税率）に規定する自動車税の税率は、前条の

規定にかかわらず、附則別表第１から附則別表第

４までに掲げる税率に、10分の10から第60条第１

項各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に

定める月数に10分の0.75を乗じた数を控除した割

合を乗じたものとする。 

２ （略） 

 

第22条 第61条第１項各号のいずれかに該当する自

動車で知事の承認を受けたものに対して課する自

動車税の税率は、前２条の規定にかかわらず、附

則別表第１から附則別表第４までに掲げる税率並

びに前条第１項の規定による税率に２分の１を乗

じたものとする。 

２ （略） 

 

附則別表第２ 

 （略） 

 

附則別表第３ 

 （略） 

 

附則別表第４ 

 （略） 
  

附 則 

  （施行期日） 

１ この条例は、地方税法等の一部を改正する等の法律（平成28年法律第 号。以下「改正法」という｡)の施行

の日から施行する。 

 （事業税に関する経過措置） 

２ 改正後の新潟県県税条例（以下「新条例」という｡)第31条及び附則第17条の２の規定は、この条例の施行の

日以後に開始する事業年度に係る法人の事業税について適用し、同日前に開始した事業年度に係る法人の事業
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税については、なお従前の例による。 

 （自動車税に関する経過措置） 

３ 新条例附則第20条の規定は、平成28年度分の自動車税について適用し、平成27年度分までの自動車税につい

ては、なお従前の例による。 

４ この条例の施行の日が大気汚染防止法の一部を改正する法律（平成27年法律第41号）の施行の日前である場

合には、同日の前日までの間における新条例附則第20条第１項の規定の適用については、同項中「第２条第16

項」とあるのは､｢第２条第14項」とする。 

 （新潟県電気自動車等の普及の促進に関する条例の一部改正） 

５ 新潟県電気自動車等の普及の促進に関する条例（平成21年新潟県条例第51号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この項において「改正部分」という｡)を当該改正部分に対

応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 
  

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

(1) （略） 

(2) 充電機能付電力併用自動車 地方税法（昭和

25年法律第226号。以下「法」という｡)附則第

12条の２の２第２項第３号に規定する充電機能

付電力併用自動車又は新潟県県税条例（平成18

年新潟県条例第10号。以下「県税条例」という｡)

附則第20条第２項第３号に規定する充電機能付

電力併用自動車をいう。 

(3) （略） 

 

 （自動車税の課税免除等） 

第９条 （略） 

２ 充電機能付電力併用自動車（県税条例附則第20

条第２項第３号に規定するものに限る。次項、第

５項及び第６項において同じ｡)が対象期間に初め

て新規登録を受けた場合にあっては当該新規登録

を受けた日の属する年度分の自動車税に限り、当

該自動車の自動車税の税率は、県税条例第59条か

ら第61条までの規定にかかわらず、１台につき、

県税条例附則別表第１の自動車の区分の欄に掲げ

る自動車の区分に応じ、それぞれ同表の中間軽課

税率の欄に掲げる額とする。 

３ 充電機能付電力併用自動車であって県税条例附

則別表第１の第２号に掲げるもの及び第５号中ト

ラックに類するもので最大積載量の定めのあるも

ののうち、最大乗車定員が４人以上であるものが

対象期間に初めて新規登録を受けた場合にあって

は当該新規登録を受けた日の属する年度分の自動

車税に限り、当該自動車の自動車税の税率は、県

税条例第59条から第61条まで及び前項の規定にか

かわらず、１台につき、同表の自動車の区分の欄

に掲げる自動車の区分に応じそれぞれ同表の中間

軽課税率の欄に掲げる額に、県税条例附則別表第

２の自動車の区分の欄に掲げる自動車の区分に応

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

(1) （略） 

(2) 充電機能付電力併用自動車 地方税法（昭和

25年法律第226号。以下「法」という｡)附則第

12条の２の２第２項第３号に規定する充電機能

付電力併用自動車又は新潟県県税条例（平成18

年新潟県条例第10号。以下「県税条例」という｡)

附則第20条第３項第３号に規定する充電機能付

電力併用自動車をいう。 

(3) （略） 

 

 （自動車税の課税免除等） 

第９条 （略） 

２ 充電機能付電力併用自動車（県税条例附則第20

条第３項第３号に規定するものに限る。次項、第

５項及び第６項において同じ｡)が対象期間に初め

て新規登録を受けた場合にあっては当該新規登録

を受けた日の属する年度分の自動車税に限り、当

該自動車の自動車税の税率は、県税条例第59条か

ら第61条までの規定にかかわらず、１台につき、

県税条例附則別表第２の自動車の区分の欄に掲げ

る自動車の区分に応じ、それぞれ同表の最大軽課

税率の欄に掲げる額とする。 

３ 充電機能付電力併用自動車であって県税条例附

則別表第２の第２号に掲げるもの及び第５号中ト

ラックに類するもので最大積載量の定めのあるも

ののうち、最大乗車定員が４人以上であるものが

対象期間に初めて新規登録を受けた場合にあって

は当該新規登録を受けた日の属する年度分の自動

車税に限り、当該自動車の自動車税の税率は、県

税条例第59条から第61条まで及び前項の規定にか

かわらず、１台につき、同表の自動車の区分の欄

に掲げる自動車の区分に応じそれぞれ同表の最大

軽課税率の欄に掲げる額に、県税条例附則別表第

４の自動車の区分の欄に掲げる自動車の区分に応
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じそれぞれ同表の中間軽課税率の欄に掲げる額を

加算した額とする。 

４～７ （略） 

じそれぞれ同表の最大軽課税率の欄に掲げる額を

加算した額とする。 

４～７ （略） 
  

 （新潟県電気自動車等の普及の促進に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

６ 前項の規定による改正後の新潟県電気自動車等の普及の促進に関する条例の規定は、平成28年度分の自動車

税について適用し、平成27年度分までの自動車税については、なお従前の例による。 

 （検討） 

７ 県は、この条例の施行後２年を経過した場合において、社会経済情勢の変化等を総合的に勘案し、必要があ

ると認めるときは、新条例第31条及び附則第17条の２の規定の施行の状況について検討を加え、その結果に基

づいて必要な措置を講ずるものとする。 

 （この条例の失効） 

８ この条例の規定は、改正法が成立しないとき、その他改正法による改正後の地方税法（昭和25年法律第226

号）の規定の内容が当該規定に対応する新条例の規定の内容と異なることとなるときは、その限りにおいてそ

の効力を失う。 

 

新潟県条例第12号 

新潟県核燃料税条例の一部を改正する条例 

新潟県核燃料税条例（平成26年新潟県条例第71号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

 （課税期間） 

第６条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる場

合には、当該各号に掲げる場合の区分に応じ当該

各号に定める期間をそれぞれ一の課税期間とみな

す。  

 (1) 発電用原子炉の廃止に係る電気事業法第27条

の27第３項の規定による届出（以下「廃止届出」

という｡)をした場合であって、前項各号に掲げ

る期間の中途において当該廃止届出に係る廃止

をした場合（第３号の場合を除く｡) 当該廃止

届出に係る廃止をした日の前日の属する前項各

号に掲げる期間の初日から当該廃止をした日の

前日まで 

 (2)・(3) （略） 

 （課税期間） 

第６条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる場

合には、当該各号に掲げる場合の区分に応じ当該

各号に定める期間をそれぞれ一の課税期間とみな

す。  

 (1) 発電用原子炉の廃止に係る電気事業法第９条

第１項の規定による届出（以下「廃止届出」と

いう｡)をした場合であって、前項各号に掲げる

期間の中途において当該廃止届出に係る廃止を

した場合（第３号の場合を除く｡) 当該廃止届

出に係る廃止をした日の前日の属する前項各号

に掲げる期間の初日から当該廃止をした日の前

日まで 

 (2)・(3) （略） 

附 則 

 この条例は、平成28年４月１日から施行する。 
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新潟県条例第13号 

新潟県退職年金及び退職一時金に関する条例の一部を改正する条例 

 新潟県退職年金及び退職一時金に関する条例（昭和32年新潟県条例第40号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（以下「改正後部分」という｡)に対応する同表の改正前の欄中下線

が引かれた部分（以下「改正部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正後

部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 

 （退職年金及び傷病年金の停止） 

第35条 退職年金及び傷病年金は、これを受ける者

が３年以下の懲役又は禁錮の刑に処せられたとき

は、その月の翌月からその執行を終わり、又は執

行を受けることがなくなつた月までこれを停止す

る。ただし、刑の全部の執行猶予の言渡しを受け

たときは、これを停止せず、刑の一部の執行猶予

の言渡しを受けたときは、その刑のうち執行が猶

予されなかつた部分の期間の執行を終わり、又は

執行を受けることがなくなつた月の翌月以降はこ

れを停止しない。これらの言渡しを猶予の期間中

に取り消されたときは、取消しの月の翌月から刑

の執行を終わり、又は執行を受けることがなくな

つた月までこれを停止する。 

 

 （遺族年金の停止） 

第57条 遺族年金を受ける者が３年以下の懲役又は

禁錮の刑に処せられたときは、その月の翌月から

その刑の執行を終わり、又はその執行を受けるこ

とがなくなつた月まで遺族年金を停止する。ただ

し、刑の全部の執行猶予の言渡しを受けたときは、

これを停止せず、刑の一部の執行猶予の言渡しを

受けたときは、その刑のうち執行が猶予されなか

つた部分の期間の執行を終わり、又は執行を受け

ることがなくなつた月の翌月以降はこれを停止し

ない。これらの言渡しを猶予の期間中に取り消さ

れたときは、取消しの月の翌月から刑の執行を終

わり、又は執行を受けることがなくなつた月まで

これを停止する。  

２ （略） 

 （退職年金及び傷病年金の停止） 

第35条 退職年金及び傷病年金は、これを受ける者

が３年以下の懲役又は禁錮の刑に処せられたとき

は、その月の翌月からその執行を終り又は執行を

受けることがなくなつた月までこれを停止する。

ただし、刑の執行猶予の言渡を受けたときは、こ

れを停止しない。その言渡を取消されたときは、

取消の月の翌月から刑の執行を終り又は執行を受

けることがなくなつた月までこれを停止する。 

 

 

 

 

 

 

 （遺族年金の停止） 

第57条 遺族年金を受ける者が３年以下の懲役又は

禁錮の刑に処せられたときは、その月の翌月から

その刑の執行を終り又はその執行を受けることが

なくなつた月まで遺族年金を停止する。ただし、

刑の執行猶予の言渡を受けたときは、これを停止

しない。その言渡を取消されたときは、取消の月

の翌月から刑の執行を終り又は執行を受けること

がなくなつた月までこれを停止する。  

 

 

 

 

 

２ （略） 

附 則 

 この条例は、刑法等の一部を改正する法律（平成25年法律第49号）の施行の日から施行する。 
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新潟県条例第14号 

新潟県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改正する条例 

新潟県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（昭和42年新潟県条例第42号）の一部を

次のように改正する。 

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分（以下「改正表」という｡)を当該改正表に対応する次の表の改

正後の欄の表中太線で囲まれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 
  

   附 則 

 

 （他の法令による給付との調整） 

第５条 年金たる補償の額は、当該補償の事由とな

つた障害又は死亡について次の表の左欄に掲げる

年金たる補償の種類に応じ同表の中欄に掲げる法

律による年金たる給付が支給される場合には、当

分の間、この条例の規定にかかわらず、この条例

の規定（第14条の２を除く｡)による年金たる補償

の年額に、同表の左欄に掲げる当該年金たる補償

の種類に応じ同表の中欄に掲げる当該法律による

年金たる給付ごとに同表の右欄に掲げる率を乗じ

て得た額（その額が当該年金たる補償の年額から

当該補償の事由となつた障害又は死亡について支

給される同表の中欄に掲げる当該法律による年金

たる給付の額の合計額を控除した残額を下回る場

合には、当該残額）とし、これらの額に50円未満

の端数があるときは、これを切り捨て、50円以上

100円未満の端数があるときは、これを100円に切

り上げるものとする。 

傷病補償年金 （略） 

障害厚生年金（当該

補償の事由となつた

障害について障害基

礎年金が支給される

場合を除く｡) 

0.88 

（略） 

（略） 

２ 休業補償の額は、同一の事由について次の表の

左欄に掲げる法律による年金たる給付が支給され

る場合には、当分の間、この条例の規定にかかわ

らず、この条例の規定による休業補償の額に、同

表の左欄に掲げる法律による年金たる給付の種類

に応じ同表の右欄に掲げる率を乗じて得た額（そ

の額がこの条例の規定による休業補償の額から同

一の事由について支給される当該年金たる給付の

額の合計額を365で除して得た額を控除した残額を

下回る場合には、当該残額）とする。 

（略） 

障害厚生年金（当該補償の事由となつ

た障害について障害基礎年金が支給さ

れる場合を除く｡) 

0.88 

（略） 

   附 則 

 

 （他の法令による給付との調整） 

第５条 年金たる補償の額は、当該補償の事由とな

つた障害又は死亡について次の表の左欄に掲げる

年金たる補償の種類に応じ同表の中欄に掲げる法

律による年金たる給付が支給される場合には、当

分の間、この条例の規定にかかわらず、この条例

の規定（第14条の２を除く｡)による年金たる補償

の年額に、同表の左欄に掲げる当該年金たる補償

の種類に応じ同表の中欄に掲げる当該法律による

年金たる給付ごとに同表の右欄に掲げる率を乗じ

て得た額（その額が当該年金たる補償の年額から

当該補償の事由となつた障害又は死亡について支

給される同表の中欄に掲げる当該法律による年金

たる給付の額の合計額を控除した残額を下回る場

合には、当該残額）とし、これらの額に50円未満

の端数があるときは、これを切り捨て、50円以上

100円未満の端数があるときは、これを100円に切

り上げるものとする。 

傷病補償年金 （略） 

障害厚生年金（当該

補償の事由となつた

障害について障害基

礎年金が支給される

場合を除く｡) 

0.86 

（略） 

（略） 

２ 休業補償の額は、同一の事由について次の表の

左欄に掲げる法律による年金たる給付が支給され

る場合には、当分の間、この条例の規定にかかわ

らず、この条例の規定による休業補償の額に、同

表の左欄に掲げる法律による年金たる給付の種類

に応じ同表の右欄に掲げる率を乗じて得た額（そ

の額がこの条例の規定による休業補償の額から同

一の事由について支給される当該年金たる給付の

額の合計額を365で除して得た額を控除した残額を

下回る場合には、当該残額）とする。 

（略） 

障害厚生年金（当該補償の事由となつ

た障害について障害基礎年金が支給さ

れる場合を除く｡) 

0.86 

（略） 
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附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成28年４月１日から施行する。  

 （経過措置） 

２ 改正後の附則第５条の規定は、この条例の施行の日以後に支給すべき事由の生じた傷病補償年金及び休業補

償並びに同日前に支給すべき事由の生じた同日以後の期間に係る傷病補償年金について適用し、同日前に支給

すべき事由の生じた同日前の期間に係る傷病補償年金及び同日前に支給すべき事由の生じた休業補償について

は、なお従前の例による。 

 

新潟県条例第15号 

新潟県消費生活センターの組織及び運営等に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、消費者安全法（平成21年法律第50号。以下「法」という｡)第10条の２第１項の規定に基づ

き、消費生活センターの組織及び運営並びに情報の安全管理に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において使用する用語は、法において使用する用語の例による。 

（組織及び運営並びに情報の安全管理に関する事項） 

第３条 法第10条の２第１項に規定する条例で定める事項は、次のとおりとする。 

(1) 知事は、消費生活センターを設置したときは、遅滞なく、次に掲げる事項を公示すること。当該事項を変

更したときも、同様とする。 

ア 消費生活センターの名称及び住所 

イ 法第８条第１項第２号イ及びロの事務を行う日及び時間 

(2) 消費生活センターには、消費生活センターの事務を掌理する長及び消費生活センターの事務を行うために

必要な職員を置くこと。 

(3) 消費生活センターには、消費生活相談員資格試験に合格した者（不当景品類及び不当表示防止法等の一部

を改正する等の法律（平成26年法律第71号）附則第３条の規定により合格した者とみなされた者を含む｡)を

消費生活相談員として置くこと。 

(4) 消費生活センターは、消費生活相談員が実務の経験を通じて専門的な知識及び技術を体得していることに

十分配慮し、任期ごとに客観的な能力実証を行った結果として同一の者を再度任用することは排除されない

ことその他の消費生活相談員の専門性に鑑み適切な人材及び処遇の確保に必要な措置を講ずること。 

(5) 消費生活センターは、当該消費生活センターにおいて法第８条第１項各号に掲げる事務に従事する職員に

対し、その資質の向上のための研修の機会を確保すること。 

(6) 消費生活センターは、法第８条第１項各号に掲げる事務の実施により得られた情報の漏えい、滅失又は毀

損の防止その他の当該情報の適切な管理のために必要な措置を講ずること。 

附 則 

 この条例は、平成28年４月１日から施行する。 
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新潟県条例第16号 

新潟県生活環境の保全等に関する条例の一部を改正する条例 

 新潟県生活環境の保全等に関する条例（昭和46年新潟県条例第51号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という｡)を当該改正部分に対応する同表の改正

後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

（適用除外） 

第48条 鉱山保安法第13条第１項の経済産業省令で

定める施設である特定施設を設置する同法第２条

第２項本文に規定する鉱山から排出水を排出する

者に関しては当該鉱山について、電気事業法（昭

和39年法律第170号）第２条第１項第18号に規定

する電気工作物である特定施設を設置する工場等

から排出水を排出する者に関しては当該特定施設

について、第37条から第41条まで、第43条第１項、

第45条及び第47条の規定は、適用しない。 

 

（適用除外） 

第87条 次の表の左欄に掲げる者に関しては、同表

の中欄に掲げる事業場又は施設について、同表の

右欄に定める規定は、適用しない。 

（略） 

３ 電気事業法第２

条第１項第18号に

規定する電気工作

物を設置する工場

等における有害物

質使用等事業者 

（略） 

４ 電気事業法第２

条第１項第18号に

規定する電気工作

物である特定施設

を設置する工場等

から特定地下浸透

水を浸透させる者 

  

（適用除外） 

第48条 鉱山保安法第13条第１項の経済産業省令で

定める施設である特定施設を設置する同法第２条

第２項本文に規定する鉱山から排出水を排出する

者に関しては当該鉱山について、電気事業法（昭

和39年法律第170号）第２条第１項第16号に規定

する電気工作物である特定施設を設置する工場等

から排出水を排出する者に関しては当該特定施設

について、第37条から第41条まで、第43条第１項、

第45条及び第47条の規定は、適用しない。 

 

（適用除外） 

第87条 次の表の左欄に掲げる者に関しては、同表

の中欄に掲げる事業場又は施設について、同表の

右欄に定める規定は、適用しない。 

（略） 

３ 電気事業法第２

条第１項第16号に

規定する電気工作

物を設置する工場

等における有害物

質使用等事業者 

（略） 

４ 電気事業法第２

条第１項第16号に

規定する電気工作

物である特定施設

を設置する工場等

から特定地下浸透

水を浸透させる者 

  

附 則 

 この条例は、平成28年４月１日から施行する。 

 

新潟県条例第17号 

新潟県社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金条例を廃止する条例 

新潟県社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金条例（平成21年新潟県条例第32号）は、廃止する。 

附 則 

 この条例は、平成28年５月31日から施行する。 
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新潟県条例第18号 

新潟県国民健康保険財政安定化基金条例 

（設置） 

第１条 国民健康保険の財政の安定化を図るため、新潟県国民健康保険財政安定化基金（以下「基金」という｡)

を設置する。 

（基金の額） 

第２条 基金として積み立てる額は、一般会計歳入歳出予算で定める。 

（管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管しなければならない。 

２ 基金に属する現金は、必要に応じ最も確実かつ有利な有価証券に換えて管理することができる。 

（繰替運用） 

第４条 知事は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率を定めて、基金に属す

る現金を歳計現金に繰り替えて運用することができる。 

（収益金の処理） 

第５条 基金の管理及び運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上してこの基金に編入するものとす

る。 

（処分） 

第６条 基金は、基金の設置の目的を達成するために必要な事業に要する経費の財源に充てるため、一般会計歳

入歳出予算で定めるところにより、その全部又は一部を処分することができる。 

（委任） 

第７条 この条例の施行に関し必要な事項は、知事が定める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第６条の規定は、平成30年４月１日から施行する。 
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新潟県条例第19号 

新潟県風致地区条例及び新潟県病院及び診療所の人員及び施設等に関する基準を定める条例の一部を改正

する条例 

（新潟県風致地区条例の一部改正） 

第１条 新潟県風致地区条例（昭和45年新潟県条例第25号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

（許可を要する行為） 

第２条 （略）  

２ （略） 

３ 国、県、市又は新潟県知事の権限に属する事務

の処理の特例に関する条例（平成12年新潟県条例

第８号）の規定に基づきこの条例の規定に基づく

事務を処理することとされた町村（以下「国等」

という｡)の機関（次に掲げる法人を含む。以下こ

の項において同じ｡)が行う行為（前項各号に掲げ

るものを除く｡)については、第１項の許可を受け

ることを要しない。この場合において、当該国等

の機関は、その行為をしようとするときは、あら

かじめ、知事等に協議しなければならない。 

(1) （略） 

(2) 独立行政法人労働者健康安全機構 

(3)～(7) （略） 

（許可を要する行為） 

第２条 （略）  

２ （略） 

３ 国、県、市又は新潟県知事の権限に属する事務

の処理の特例に関する条例（平成12年新潟県条例

第８号）の規定に基づきこの条例の規定に基づく

事務を処理することとされた町村（以下「国等」

という｡)の機関（次に掲げる法人を含む。以下こ

の項において同じ｡)が行う行為（前項各号に掲げ

るものを除く｡)については、第１項の許可を受け

ることを要しない。この場合において、当該国等

の機関は、その行為をしようとするときは、あら

かじめ、知事等に協議しなければならない。 

(1) （略） 

(2) 独立行政法人労働者健康福祉機構 

(3)～(7) （略） 

（新潟県病院及び診療所の人員及び施設等に関する基準を定める条例の一部改正） 

第２条 新潟県病院及び診療所の人員及び施設等に関する基準を定める条例（平成24年新潟県条例第59号）の一

部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

  （既存病床数及び申請病床数の補正に関する基

準） 

第３条 法第７条の２第４項の規定により、病院の

開設の許可、病院の病床数の増加若しくは病床の

種別の変更の許可又は診療所の病床の設置の許

可、診療所の病床数の増加若しくは病床の種別の

変更の許可の申請がなされた場合において、知事

が当該申請に係る病床の種別に応じ医療法施行規

則（昭和23年厚生省令第50号。以下「省令」とい

う｡)第30条の30に規定する区域における既存の病

床の数及び当該申請に係る病床数を算定するに当

たって行わなければならない補正の基準は、次の

とおりとする。 

(1) 国の開設する病院若しくは診療所であって、

宮内庁、総務省、法務省、財務省、林野庁若し

くは防衛省が所管するもの、独立行政法人労働

者健康安全機構の開設する病院若しくは診療所

であって、労働者災害補償保険の保険関係の成

立している事業に使用される労働者で業務上の

災害を被ったもののみの診療を行うもの、特定

の事務所若しくは事業所の従業員及びその家族

の診療のみを行う病院若しくは診療所、児童福

（既存病床数及び申請病床数の補正に関する基

準） 

第３条 法第７条の２第４項の規定により、病院の

開設の許可、病院の病床数の増加若しくは病床の

種別の変更の許可又は診療所の病床の設置の許

可、診療所の病床数の増加若しくは病床の種別の

変更の許可の申請がなされた場合において、知事

が当該申請に係る病床の種別に応じ医療法施行規

則（昭和23年厚生省令第50号。以下「省令」とい

う｡)第30条の30に規定する区域における既存の病

床の数及び当該申請に係る病床数を算定するに当

たって行わなければならない補正の基準は、次の

とおりとする。 

(1) 国の開設する病院若しくは診療所であって、

宮内庁、総務省、法務省、財務省、林野庁若し

くは防衛省が所管するもの、独立行政法人労働

者健康福祉機構の開設する病院若しくは診療所

であって、労働者災害補償保険の保険関係の成

立している事業に使用される労働者で業務上の

災害を被ったもののみの診療を行うもの、特定

の事務所若しくは事業所の従業員及びその家族

の診療のみを行う病院若しくは診療所、児童福



号 外 １ 新  潟  県  報 平成28年３月30日(水) 

133 

祉法（昭和22年法律第164号）第42条第２号に

規定する医療型障害児入所施設若しくは障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成17年法律第123号）第５条第６

項に規定する療養介護を行う施設である病院又

は独立行政法人自動車事故対策機構法（平成14

年法律第183号）第13条第３号に規定する施設

である病院若しくは診療所の病床については、

病床の種別ごとに既存の病床の数又は当該申請

に係る病床数に当該病床の利用者のうち職員及

びその家族以外の者、隊員及びその家族以外の

者、業務上の災害を被った労働者以外の者、従

業員及びその家族以外の者又は入院患者以外の

者の数を当該病床の利用者の数で除して得た数

（その数が、0.05以下であるときは零とする｡)

を乗じて得た数を既存の病床の数及び当該申請

に係る病床数として算定すること。 

(2)～(5) （略） 

２・３ （略） 

祉法（昭和22年法律第164号）第42条第２号に

規定する医療型障害児入所施設若しくは障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成17年法律第123号）第５条第６

項に規定する療養介護を行う施設である病院又

は独立行政法人自動車事故対策機構法（平成14

年法律第183号）第13条第３号に規定する施設

である病院若しくは診療所の病床については、

病床の種別ごとに既存の病床の数又は当該申請

に係る病床数に当該病床の利用者のうち職員及

びその家族以外の者、隊員及びその家族以外の

者、業務上の災害を被った労働者以外の者、従

業員及びその家族以外の者又は入院患者以外の

者の数を当該病床の利用者の数で除して得た数

（その数が、0.05以下であるときは零とする｡)

を乗じて得た数を既存の病床の数及び当該申請

に係る病床数として算定すること。 

(2)～(5) （略） 

２・３ （略） 

  附 則 

 この条例は、平成28年４月１日から施行する。 
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新潟県条例第20号 

新潟県看護職員修学資金貸与条例及び新潟県看護職員臨時修学資金貸与条例の一部を改正する条例 

（新潟県看護職員修学資金貸与条例の一部改正） 

第１条 新潟県看護職員修学資金貸与条例（昭和39年新潟県条例第22号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)に対応する同表の改

正後の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正後部分」という｡)が存在する場合には当該改正部

分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には当該改正部分を削る。 

改 正 後 改 正 前 

（返還の債務の当然免除） 

第７条 知事は、修学生が次の各号のいずれかに該

当することとなつたときは、修学資金の返還の債

務を免除するものとする。 

(1) （略） 

(2) 特別貸与を受けた者にあつては、養成施設を

卒業した日から１年６月以内に看護職員の免許

を取得し、直ちに特定医療施設等において業務

に従事した場合であつて、修学期間を除き、特

定医療施設等において業務に継続して従事した

期間が５年以上であるとき。 

 

 

 

 

(3) （略） 

２ 前項に規定する特定医療施設等とは、県内に所

在する次に掲げる施設等をいう。 

(1)～(7) （略） 

(8) 介護保険法（平成９年法律第123号）第８条

第28項に規定する介護老人保健施設 

(9) （略） 

（返還の債務の当然免除） 

第７条 知事は、修学生が次の各号のいずれかに該

当することとなつたときは、修学資金の返還の債

務を免除するものとする。 

(1) （略） 

(2) 特別貸与を受けた者にあつては、養成施設を

卒業した日から１年６月以内に看護職員の免許

を取得し、直ちに特定医療施設等において業務

に従事した場合であつて、修学期間を除き、特

定医療施設等において業務に継続して従事した

期間が５年（次項第９号に掲げる施設等にあつ

ては、当該５年のうち最初の３年以上の期間が

同項第１号から第６号まで及び第８号に掲げる

施設等において従事した期間であること｡)以上

であるとき。 

(3) （略） 

２ 前項に規定する特定医療施設等とは、県内に所

在する次に掲げる施設等をいう。 

(1)～(7) （略） 

(8) 介護保険法（平成９年法律第123号）第８条

第27項に規定する介護老人保健施設 

(9) （略） 

（新潟県看護職員臨時修学資金貸与条例の一部改正） 

第２条 新潟県看護職員臨時修学資金貸与条例（平成22年新潟県条例第40号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)に対応する同表の改

正後の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正後部分」という｡)が存在する場合には当該改正部

分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には当該改正部分を削る。 

改 正 後 改 正 前 

  （返還の債務の当然免除） 

第４条 知事は、修学資金の貸与を受けた者（以下

「修学生」という｡)が次の各号のいずれかに該当

することとなったときは、修学資金の返還の債務

を免除するものとする。 

(1) 養成施設を卒業した日（当該養成施設を卒業

後引き続き他種の養成施設において修学した場

合は、これを卒業した日。次号において同じ｡)

から１年６月以内に看護職員の免許を取得し、

直ちに特定医療施設等において業務に従事した

場合であって、他種の養成施設における修学に

より業務に従事できなかった期間を除き、特定

医療施設等において業務に継続して従事した期

間が５年以上であるとき。 

（返還の債務の当然免除） 

第４条 知事は、修学資金の貸与を受けた者（以下

「修学生」という｡)が次の各号のいずれかに該当

することとなったときは、修学資金の返還の債務

を免除するものとする。 

(1) 養成施設を卒業した日（当該養成施設を卒業

後引き続き他種の養成施設において修学した場

合は、これを卒業した日。次号において同じ｡)

から１年６月以内に看護職員の免許を取得し、

直ちに特定医療施設等において業務に従事した

場合であって、他種の養成施設における修学に

より業務に従事できなかった期間を除き、特定

医療施設等において業務に継続して従事した期

間が５年（基本貸与条例第７条第２項第９号に
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(2) （略） 

２ （略） 

 

附 則 

１・２ （略） 

（この条例の失効） 

３ この条例は、平成30年３月31日限り、その効力

を失う。ただし、同日以前に貸与決定が行われた

修学資金及び当該修学資金に係る修学生について

は、この条例は、同日後も、なお効力を有する。 

掲げる施設等にあっては、当該５年のうち最初

の３年以上の期間が同項第１号から第６号まで

及び第８号に掲げる施設等において従事した期

間であること｡)以上であるとき。 

(2) （略） 

２ （略） 

 

附 則 

１・２ （略） 

（この条例の失効） 

３ この条例は、平成28年３月31日限り、その効力

を失う。ただし、同日以前に貸与決定が行われた

修学資金及び当該修学資金に係る修学生について

は、この条例は、同日後も、なお効力を有する。 

  附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成28年４月１日から施行する。ただし、第２条中新潟県看護職員臨時修学資金貸与条例附則

第３項の改正は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の新潟県看護職員修学資金貸与条例第７条第１項第２号及び第２条の規定による

改正後の新潟県看護職員臨時修学資金貸与条例第４条第１項第１号の規定は、この条例の施行の日以後に卒業

した修学生について適用し、同日前に卒業した修学生については、なお従前の例による。 
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新潟県条例第21号 

新潟県動物の愛護及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

 新潟県動物の愛護及び管理に関する条例（昭和52年新潟県条例第９号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正後の欄中条及び号の表示に下線が引かれた条及び号（以下「移動後条等」という｡)に対応する同

表の改正前の欄中条及び号の表示に下線が引かれた条及び号（以下「移動条等」という｡)が存在する場合には当

該移動条等を当該移動後条等とし、移動後条等に対応する移動条等が存在しない場合には当該移動後条等を加え

る。 

改 正 後 改 正 前 

  （用語の定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

(1)～(6) （略） 

(7) 犬猫販売業者 犬又は猫（以下「犬猫」とい

う｡)の販売を業として行う第１種動物取扱業者

（法第12条第１項第３号に規定する第１種動物

取扱業者をいう。以下同じ｡)をいう。 

 

第13条 （略） 

 

（猫の飼い主等の遵守事項） 

第13条の２ 猫の飼い主は、猫の健康及び安全を保

持し、並びに周辺の生活環境を保全するため、猫

を屋内において飼養し、又は保管するよう努める

とともに、不妊、去勢等の必要な措置を講じ、当

該猫がみだりに繁殖することを防止するよう努め

なければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、所有者のない猫を飼

養する者は、その飼養する猫を放し飼いにする場

合は、不妊、去勢等の必要な措置を講じ、当該猫

がみだりに繁殖することを防止することにより、

当該猫の健康及び安全を保持し、並びに周辺の生

活環境を損なうことのないよう努めるとともに、

周辺地域の住民その他の者の理解を得られるよう

努めなければならない。 

 

第18条 （略） 

 

（犬猫販売業者に係る基準遵守義務等） 

第18条の２ 犬猫販売業者は、規則で定めるところ

により、帳簿を備え、販売の用に供する犬猫の輸

送（当該犬猫に係る飼養施設の所在地から他の飼

養施設の所在地への輸送をいう。以下同じ｡)が行

（用語の定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

(1)～(6) （略） 

 

 

 

 

 

第13条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第18条 （略） 
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われた場合は、当該輸送の年月日、輸送に係る犬

猫の種類その他の規則で定める事項を記載し、こ

れを保存しなければならない。 

２ 犬猫販売業者は、販売の用に供する犬猫の輸送

が行われた場合は、輸送後に当該犬猫を飼養し、

又は保管する飼養施設において２日間以上その状

態（下痢、おう吐、四肢の麻痺
ひ

等外形上明らかな

ものに限る｡)を目視によつて観察し、健康上の問

題があることが認められなかつた犬猫を販売に供

するよう努めなければならない。ただし、第１種

動物取扱業者又は第２種動物取扱業者（法第24条

の３第１項に規定する第２種動物取扱業者をい

う｡)に対する販売に供する場合は、この限りでな

い。 

 

第18条の３ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第18条の２ （略） 

  附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成28年７月１日から施行する。 

（検討） 

２ 県は、この条例の施行後３年を経過した場合において、改正後の新潟県動物の愛護及び管理に関する条例の

施行の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものと

する。 
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新潟県条例第22号 

新潟県理容師法施行条例及び新潟県美容師法施行条例の一部を改正する条例 

（新潟県理容師法施行条例の一部改正） 

第１条 新潟県理容師法施行条例（平成11年新潟県条例第54号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 

（理容所の衛生措置） 

第３条 法第12条第４号に規定する衛生上必要な措

置は、次のとおりとする。 

(1) 理容所は、外部及び住居等理容所以外の施設

（当該理容所と同一の場所で開設する美容所を

除く｡)と隔壁等により区画すること。 

(2)～(10) （略） 

２ （略） 

（理容所の衛生措置） 

第３条 法第12条第４号に規定する衛生上必要な措

置は、次のとおりとする。 

(1) 理容所は、外部及び住居等理容所以外の施設

と隔壁等により区画すること。 

 

(2)～(10) （略） 

２ （略） 

（新潟県美容師法施行条例の一部改正） 

第２条 新潟県美容師法施行条例（平成11年新潟県条例第57号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 

（美容所の衛生措置） 

第３条 法第13条第４号に規定する衛生上必要な措

置は、次のとおりとする。 

(1) 美容所は、外部及び住居等美容所以外の施設

（当該美容所と同一の場所で開設する理容所を

除く｡)と隔壁等により区画すること。 

(2)～(10) （略） 

２ （略） 

（美容所の衛生措置） 

第３条 法第13条第４号に規定する衛生上必要な措

置は、次のとおりとする。 

(1) 美容所は、外部及び住居等美容所以外の施設

と隔壁等により区画すること。 

 

(2)～(10) （略） 

２ （略） 

附 則 

 この条例は、平成28年４月１日から施行する。 
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新潟県条例第23号 

新潟県電気自動車等の普及の促進に関する条例の一部を改正する条例 

新潟県電気自動車等の普及の促進に関する条例（平成21年新潟県条例第51号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という｡)を当該改正部分に対応する同表の改正

後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

 （自動車取得税の課税免除等） 

第８条 電気自動車で初めて新規登録等（道路運送

車両法（昭和26年法律第185号）第７条の規定に

よる登録（以下「新規登録」という｡)又は同法第

59条の規定による検査（検査対象軽自動車に係る

ものに限る｡)をいう。以下この条において同じ｡)

を受けるものの取得（法附則第12条の２の２第２

項の規定の適用がある場合の自動車の取得を除

く｡)が平成29年３月31日までに行われた場合にお

いては、当該自動車の取得に対しては、自動車取

得税を課さない。 

２ 充電機能付電力併用自動車（法附則第12条の２

の２第２項第３号に規定するものに限る｡)で初め

て新規登録等を受けるものの取得（法附則第12条

の２の２第２項の規定の適用がある場合の自動車

の取得を除く｡)に対して課する自動車取得税の税

率は、当該取得が平成29年３月31日までに行われ

たときに限り、法第119条及び附則第12条の２の

３第１項の規定にかかわらず、当該取得について

この項の規定の適用がないものとした場合に適用

されるべき法第119条又は附則第12条の２の３第

１項に定める率に２分の１を乗じて得た率とする。 

 

 （自動車税の課税免除等） 

第９条 電気自動車で平成26年４月１日から平成29

年３月31日までの間（以下「対象期間」という｡)

に初めて新規登録を受けたものに対しては、当該

新規登録を受けた日の属する年度分の自動車税を

課さない。 

２～７ （略） 

 

   附 則 

１ （略） 

２ この条例は、平成29年３月31日限り、その効力

を失う。 

 （自動車取得税の課税免除等） 

第８条 電気自動車で初めて新規登録等（道路運送

車両法（昭和26年法律第185号）第７条の規定に

よる登録（以下「新規登録」という｡)又は同法第

59条の規定による検査（検査対象軽自動車に係る

ものに限る｡)をいう。以下この条において同じ｡)

を受けるものの取得（法附則第12条の２の２第２

項の規定の適用がある場合の自動車の取得を除

く｡)が平成28年３月31日までに行われた場合にお

いては、当該自動車の取得に対しては、自動車取

得税を課さない。 

２ 充電機能付電力併用自動車（法附則第12条の２

の２第２項第３号に規定するものに限る｡)で初め

て新規登録等を受けるものの取得（法附則第12条

の２の２第２項の規定の適用がある場合の自動車

の取得を除く｡)に対して課する自動車取得税の税

率は、当該取得が平成28年３月31日までに行われ

たときに限り、法第119条及び附則第12条の２の

３第１項の規定にかかわらず、当該取得について

この項の規定の適用がないものとした場合に適用

されるべき法第119条又は附則第12条の２の３第

１項に定める率に２分の１を乗じて得た率とする。 

 

 （自動車税の課税免除等） 

第９条 電気自動車で平成26年４月１日から平成28

年３月31日までの間（以下「対象期間」という｡)

に初めて新規登録を受けたものに対しては、当該

新規登録を受けた日の属する年度分の自動車税を

課さない。 

２～７ （略） 

 

   附 則 

１ （略） 

２ この条例は、平成28年３月31日限り、その効力

を失う。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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新潟県条例第24号 

学校教育法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例 

（新潟県立職業能力開発校条例の一部改正） 

第１条 新潟県立職業能力開発校条例（昭和44年新潟県条例第37号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 
  
（普通課程の訓練基準） 

第６条 普通課程の普通職業訓練に係る法第19条第

１項の条例で定める基準は、次の各号に掲げる事

項の区分に応じ、当該各号に定める基準とする。 

(1) 訓練の対象者 学校教育法（昭和22年法律第

26号）による中学校若しくは義務教育学校を卒

業した者若しくは同法による中等教育学校の前

期課程を修了した者若しくはこれらと同等以上

の学力を有すると認められる者（以下「中学校

卒業者等」という｡)であること又は同法による

高等学校を卒業した者若しくは同法による中等

教育学校を卒業した者若しくはこれらと同等以

上の学力を有すると認められる者（以下「高等

学校卒業者等」という｡)であること。 

(2)～(9) （略） 

２ （略） 

（普通課程の訓練基準） 

第６条 普通課程の普通職業訓練に係る法第19条第

１項の条例で定める基準は、次の各号に掲げる事

項の区分に応じ、当該各号に定める基準とする。 

(1) 訓練の対象者 学校教育法（昭和22年法律第

26号）による中学校を卒業した者若しくは同法

による中等教育学校の前期課程を修了した者若

しくはこれらと同等以上の学力を有すると認め

られる者（以下「中学校卒業者等」という｡)で

あること又は同法による高等学校を卒業した者

若しくは同法による中等教育学校を卒業した者

若しくはこれらと同等以上の学力を有すると認

められる者（以下「高等学校卒業者等」という｡)

であること。 

(2)～(9) （略） 

２ （略） 
    

（新潟県立自然科学館条例の一部改正） 

第２条 新潟県立自然科学館条例（昭和56年新潟県条例第48号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 
  
（入館料） 

第６条 自然科学館に観覧のため入館しようとする

者は、次の表に掲げる入館料を納めなければなら

ない。 

区   分 個人 

 

団体（20人以上の場

合に限る｡) 

小 学 校 の 児 童 

中 学 校 の 生 徒 

義務教育学校の児

童及び生徒 

中等教育学校の前

期課程の生徒 

（略） 

（略） 

  

（定期入館料） 

第７条 前条の規定にかかわらず、次の表に掲げる

定期入館料を納めた者は、６か月間に限り、規則

で定めるところにより交付する定期入館券を提示

して、観覧のため入館することができる。 

区    分 定 期 入 館 料 
  
小 学 校 の 児 童 

中 学 校 の 生 徒 

義務教育学校の児

童及び生徒 

（略） 

（入館料） 

第６条 自然科学館に観覧のため入館しようとする

者は、次の表に掲げる入館料を納めなければなら

ない。 

区   分 個人 

 

団体（20人以上の場

合に限る｡) 

小 学 校 の 児 童 

中 学 校 の 生 徒 

 

 

中等教育学校の前

期課程の生徒 

（略） 

（略） 

 

（定期入館料） 

第７条 前条の規定にかかわらず、次の表に掲げる

定期入館料を納めた者は、６か月間に限り、規則

で定めるところにより交付する定期入館券を提示

して、観覧のため入館することができる。 

区    分 定 期 入 館 料 
  
小 学 校 の 児 童 

中 学 校 の 生 徒 

 

 

（略） 
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中等教育学校の前

期課程の生徒 
  
（略） 

  

（プラネタリウム観覧料） 

第９条 プラネタリウムを観覧しようとする者は、

前３条に規定する入館料のほか、次の表に掲げる

観覧料を納めなければならない。 

区    分 観  覧  料 

小 学 校 の 児 童 

中 学 校 の 生 徒 

義務教育学校の児

童及び生徒 

中等教育学校の前

期課程の生徒 

（略） 

（略） 

  

中等教育学校の前

期課程の生徒 
  
（略） 

  

（プラネタリウム観覧料） 

第９条 プラネタリウムを観覧しようとする者は、

前３条に規定する入館料のほか、次の表に掲げる

観覧料を納めなければならない。 

区    分 観  覧  料 

小 学 校 の 児 童 

中 学 校 の 生 徒 

 

 

中等教育学校の前

期課程の生徒 

（略） 

 

（略） 

  
  
（新潟県都市公園条例の一部改正） 

第３条 新潟県都市公園条例（昭和60年新潟県条例第46号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正後部分」という｡)に対応する同表の

改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)が存在する場合には当該改正部

分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 
  

別表第２（第10条関係） 

(1)～(8) （略） 

 備考 

  １～10 （略） 

11 生徒等とは、高等学校、中等教育学校又は

中学校の生徒、義務教育学校の児童及び生徒、

小学校の児童並びに学齢に達しない者をいう

ものとする。 

12～16 （略） 

17 児童等とは、小学校の児童、義務教育学校

の児童及び生徒並びに中学校又は中等教育学

校の前期課程の生徒をいうものとする。 

18 高校生等とは、高等学校又は中等教育学校

の後期課程の生徒及び15歳以上18歳未満の者

（中学校、義務教育学校の後期課程、高等学

校又は中等教育学校の生徒を除く｡)をいうも

のとする。 

別表第２（第10条関係） 

(1)～(8) （略） 

 備考 

  １～10 （略） 

11 生徒等とは、高等学校、中等教育学校又は

中学校の生徒、小学校の児童及び学齢に達し

ない者をいうものとする。 

 

12～16 （略） 

17 児童等とは、小学校の児童及び中学校又は

中等教育学校の前期課程の生徒をいうものと

する。 

18 高校生等とは、高等学校又は中等教育学校

の後期課程の生徒及び15歳以上18歳未満の者

（中学校、高等学校又は中等教育学校の生徒

を除く｡)をいうものとする。 

  
（新潟県立近代美術館条例の一部改正） 

第４条 新潟県立近代美術館条例（平成５年新潟県条例第24号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 
  

別表第１（第３条関係） 

区 分 観 覧 料 

常 設 展 所 蔵 品 展 

個人 団体（20

人以上の

団体に限 

個人 団体（20

人以上の

団体に限 

別表第１（第３条関係） 

区 分 観 覧 料 

常 設 展 所 蔵 品 展 

個人 団体（20

人以上の

団体に限 

個人 団体（20

人以上の

団体に限 
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  る｡)  る｡) 

（略） 

そ の 他

（学齢に

達しない

者並びに

小学校、

中学校、

義務教育

学校、中

等教育学

校の前期

課程並び

に特別支

援学校の

小学部及

び中学部

の児童及

び生徒を

除く｡) 

（略） 

 

  る｡)  る｡) 

（略） 

そ の 他

（学齢に

達しない

者並びに

小学校、

中学校、

中等教育

学校の前

期課程並

びに特別

支援学校

の小学部

及び中学

部の児童

及び生徒

を除く｡) 

 

 

（略） 

  
  
（新潟県障害者交流センター条例の一部改正） 

第５条 新潟県障害者交流センター条例（平成９年新潟県条例第13号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 
  

別表第２（第７条、第９条関係） 

施 設 使用方法 区  分 使用料 

体育館 個人使用 小学校又

は義務教

育学校の

前期課程

の児童及

び 中 学

校、義務

教育学校

の後期課

程又は中

等教育学

校の前期

課程の生

徒 

（略） 

（略） 

（略） 
    
温水プ

ール 

個人使用 小学校又

は義務教

育学校の

前期課程

の児童及

び 中 学

校、義務

（略） 

別表第２（第７条、第９条関係） 

施 設 使用方法 区  分 使用料 

体育館 個人使用 小学校の

児童及び

中学校又

は中等教

育学校の

前期課程

の生徒 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

（略） 

（略） 
    
温水プ

ール 

個人使用 小学校の

児童及び

中学校又

は中等教

育学校の

前期課程

の生徒 

（略） 
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教育学校

の後期課

程又は中

等教育学

校の前期

課程の生

徒 
    
  （略） 

（略） 

トレー

ニング

ルーム 

個人使用 中学校、

義務教育

学校の後

期課程又

は中等教

育学校の

前期課程

の生徒 

（略） 

  （略） 

  その他の

者（小学

校又は義

務教育学

校の前期

課程の児

童及び学

齢に達し

ない者を

除く｡) 

（略） 

（略） 

 備考 （略） 

 

 

 

 

 

 

 
    
  （略） 

（略） 

トレー

ニング

ルーム 

個人使用 中学校又

は中等教

育学校の

前期課程

の生徒 

 

 

 

（略） 

  （略） 

  その他の

者（小学

校の児童

及び学齢

に達しな

い者を除

く｡) 

 

 

 

（略） 

（略） 

 備考 （略） 
  
（新潟県立歴史博物館条例の一部改正） 

第６条 新潟県立歴史博物館条例（平成12年新潟県条例第10号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 
  

別表第１（第３条関係） 

区   分 観 覧 料 

個人 

 

団体（20人以上

の団体に限る｡) 

（略） 

その他（学齢に達し

ない者並びに小学校、

中学校、義務教育学

校、中等教育学校の

前期課程並びに特別

支援学校の小学部及

び中学部の児童及び

生徒を除く｡) 

（略） 

  

別表第１（第３条関係） 

区   分 観 覧 料 

個人 

 

団体（20人以上

の団体に限る｡) 

（略） 

その他（学齢に達し

ない者並びに小学校、

中学校、中等教育学

校の前期課程並びに

特別支援学校の小学

部及び中学部の児童

及び生徒を除く｡) 

 

（略） 

  
  
（新潟県立長岡屋内総合プール条例の一部改正） 

第７条 新潟県立長岡屋内総合プール条例（平成17年新潟県条例第43号）の一部を次のように改正する。 
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次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 
  
（使用の承認等） 

第８条 （略） 

２・３ （略） 

４ 施設等のうち別表第１に定めるものを使用する

ことができる者は、15歳以上の者（中学校、義務

教育学校の後期課程又は中等教育学校の前期課程

の生徒を除く｡)とする。 

 

別表第１（第８条、第10条関係） 

（略） 

備考 

１ 「大人」とは、15歳以上の者（中学校、義

務教育学校の後期課程又は中等教育学校の前

期課程の生徒を除く｡)をいう。 

２ （略） 

３ 「障害者等」とは、15歳以上の者（中学校、

義務教育学校の後期課程又は中等教育学校の

前期課程の生徒を除く｡)で次の各号のいずれ

かに該当するものをいう。 

(1)～(5) （略） 

４ （略） 

（使用の承認等） 

第８条 （略） 

２・３ （略） 

４ 施設等のうち別表第１に定めるものを使用する

ことができる者は、15歳以上の者（中学校又は中

等教育学校の前期課程の生徒を除く｡)とする。 

 

 

別表第１（第８条、第10条関係） 

（略） 

備考 

１ 「大人」とは、15歳以上の者（中学校又は

中等教育学校の前期課程の生徒を除く｡)をい

う。 

２ （略） 

３ 「障害者等」とは、15歳以上の者（中学校

又は中等教育学校の前期課程の生徒を除く｡)

で次の各号のいずれかに該当するものをいう。 

 

(1)～(5) （略） 

４ （略） 
  

附 則 

 この条例は、平成28年４月１日から施行する。 

 

新潟県条例第25号 

新潟県立学校条例の一部を改正する条例 

新潟県立学校条例（昭和39年新潟県条例第46号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分を削る。 

改 正 後 改 正 前 

別表第２（第１条関係） 

高 等 学 校 の 名 称 位    置 

（略） 

新潟県 立巻 総合高 等学 校 新 潟 市 

（略） 

新 潟 県 立 羽 茂 高 等 学 校 佐 渡 市 

（略） 
 

別表第２（第１条関係） 

高 等 学 校 の 名 称 位    置 

（略） 

新潟県 立巻 総合高 等学 校 新 潟 市 

新潟県立西川竹園高等学校 新 潟 市 

（略） 

新 潟 県 立 羽 茂 高 等 学 校 佐 渡 市 

新 潟 県 立 相 川 高 等 学 校 佐 渡 市 

（略） 
 

  

附 則 

この条例は、平成28年４月１日から施行する。 
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